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独立行政法人評価委員会 土木研究所分科会（第１６回） 

平成２２年８月４日（水） 

 

 

【事務局】  それでは、定刻より少し早いですが、委員の皆様方おそろいですので、た

だいまから国土交通省独立行政法人評価委員会、土木研究所分科会を始めさせていただき

たいと思います。 

 委員の皆様には、大変お忙しいところお集まりいただきまして、誠にありがとうござい

ます。私、国土交通省大臣官房技術調査課の調整官の溝口でございます。 

 それでは、まず、本日ご出席いただいております委員の皆様方をご紹介いたします。 

 高橋分科会長でございます。 

【委員】  よろしくお願いします。 

【事務局】  井上委員でございます。 

【委員】  井上です。 

【事務局】  加賀屋委員でございます。 

【委員】  よろしくお願いします。 

【事務局】  嶌委員でございます。 

【委員】  どうも嶌です。 

【事務局】  高山委員でございます。 

【委員】  よろしくお願いいたします。 

【事務局】  長澤徹明委員でございます。 

【委員】  よろしくお願いします。 

【事務局】  山田委員でございます。 

【委員】  山田です。よろしくお願いします。 

【事務局】  三上委員におかれましては、少し到着が遅れるとの連絡をいただいてござ

います。 

 また、長沢美智子委員、藤野委員におかれましては、本日、ご都合によりご欠席という

ことで連絡をいただいております。 

 以上、委員１０名のうち、８名のご出席をいただいておりまして、国土交通省独立行政

法人評価委員会令に規定する定足数であります過半数の出席要件を満たしておりますこと
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をご報告いたします。 

 お手元に議事次第がございますが、本日の議事は４つございます。 

 １つ目が平成２１年度業務実績評価について、２つ目が平成２１年度財務諸表について

の意見聴取、３つ目が役員退職手当支給に係る業績勘案率の決定について、４つ目が独立

行政法人土木研究所役員給与規程及び役員退職手当支給規程の一部改正についてでござい

ます。 

 議事次第の次に委員名簿、その次に配付資料一覧がございます。本日の資料の確認でご

ざいますが、資料１から資料１０までが本資料でございます。それから、参考資料が１か

ら９までございます。大変多くなっております。もし資料に不足がございましたら、お気

づきになられた時点で事務局のほうにお申しつけください。 

 それでは、続きまして、技術調査課長、横山からごあいさつを申し上げます。 

【事務局】  事務局をしております技術調査課の課長の横山と申します。 

 本日は大変お忙しい中、また、暑い中をお集まりいただきまして、ありがとうございま

す。 

 本日は、今、進行のほうから申し上げましたように、２１年度の業務実績評価などにつ

いてご審議をいただくわけでございます。今日の審議は、今後の中期目標、中期計画に反

映される重要な審議でございます。特に今年につきましては、現在の中期計画というのが

今年度、２２年度で終わりまして、来年度、２３年度からは次の中期目標を立て、中期計

画をつくるという段階になってくるわけでございますので、そういう意味におきましても

節目の年でございます。ぜひともご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 それから、これは状況報告でございますけれども、今年春に行政刷新会議の事業仕分け

というのが独法も対象にしてございました。土木研究所そのものは対象にはなっておりま

せんが、国交省の中では建築研究所などが対象になっているということでございます。今

後、こういう結果も踏まえながら、横断的な見直しということも言われておりますので、

この辺についても、今後、いろいろな対応が出てこようかというふうに考えているところ

でございます。 

 いずれにいたしましても、先ほど申し上げましたように、次の中期目標、中期計画に向

けた評価につながっていくことでございますので、どうぞよろしくお願い申し上げまして、

冒頭のごあいさつといたします。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 
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【事務局】  それでは、これからの進行につきましては高橋分科会長にお願いしたいと

思います。 

 高橋分科会長、よろしくお願いいたします。 

【委員】  お暑い中でございますけれども、よろしくご審議のほど、お願いいたします。 

 早速、議題に入らせていただきます。１つ目であります平成２１年度業務実績評価に入

りたいと思います。 

 それに先立ちまして、「国土交通省所管独立行政法人の業務実績評価に関する基本方針」

等の一部改正の概要について、事務局から説明をお願いします。 

【事務局】  それでは、説明をさせていただきます。 

 資料１をお手元にご用意いただけますでしょうか。業務実績の説明に先立ちまして、ま

ず、国土交通省所管独立行政法人の業務実績評価に関する基本方針について、ご説明させ

ていただきます。既にご案内のとおり、去る６月２５日に、この基本方針に一部改正がご

ざいました。委員の皆様方への事前説明の際に、概要についてはご説明したところでござ

いますけれども、本日の評定のよりどころになるものでございますので、ポイントのみご

説明いたします。 

 資料でございますけれども、１ページ目のちょうど中段から下のほうに改正の背景・理

由というふうに書いてございます。従来、国土交通省の評価におきましては、年度評価に

ついては個別項目評価を集計して、何％という数値を集計いたしまして、順調である等の

４段階の全体評価を行ってきたところです。一方、中期目標期間の評価のやり方は５段階

になってございまして、今回、そちらと同じような形でやっていこうということでござい

ます。 

 具体的に申し上げますと、１ページ目の一番下のほうに改正内容の①というものがござ

います。これは、個別項目、二十数項目ございますが、この個別項目の評価については、

従来から５段階評価、５、４、３、２、１であったものが、今度、ＳＳ、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ

というアルファベット表記の５段階評価になるということでございます。評価基準につき

ましては、現在と基本的には同じ考え方でございます。 

 それから、ページの裏側のほうにまいりますが、２つ目につきまして、今度は全体評価

でございます。最終的な二十数項目の全体評価に際しましては、従来は集計点、各項目ご

との評価のパーセンテージにて算出していたわけですが、今回、中期目標評価と同じよう

にするということで、今までの極めて順調、順調、概ね順調、要努力の４段階からＳＳ、
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Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、こういった５段階の評価にしていくということでございます。 

 なお、ここでご注意いただきたいのは、最頻値──例えばＳが一番多い、Ａが一番多い、

こういった最頻値の評定と異なるものを総合評定とする場合には、より詳細に評定理由を

記述していくということが定められておりますので、ご留意いただきたいと思います。 

 下のほうに、もう一つ、基本方針の判断基準に係る指針がございます。ちょうど２ペー

ジ目の下のほうに改正内容というふうに書いてございますが、１点目が今の考え方をより

明確化していくことが必要だろうということで改正がなされております。親委員会の委員

長の同意が必要であるということを判断基準指針にも明記したということが１点。それか

ら、２点目がＳＳを付ける場合には、「特筆すべきと判断した理由」について、しっかりこ

の辺を明確に記述するということについて、改めて明示したということでございます。そ

れから、３点目がＳに係る記述を充実させまして、単に目標を達成しているだけではＡで

あって、目覚ましく業務を実施している場合がＳであるということを明記してございます。 

 以上のような改正でございます。 

 最後の３ページにつきましては、本日、評価いただく、Ａの評価についてはこういう定

義である、Ｓ、Ｂ、それからＳＳ、Ｃ、こういった定義であるということで、お手元のほ

うに横目で見ていただいて評定をしていただければと思います。 

 ポイントのみでございます。 

【政策評価官室】  新しい評価の基準について、評価官室から補足的に説明を申し上げ

ます。参考資料の３というのがありますので、これをごらんください。先日出席された委

員の方には２度目の説明になってしまうんですが、よろしくお願いします。 

 参考資料の３の２ページ目を見ていただきますと、Ａ、Ｓ、ＳＳのことが書いてあるん

ですが、新しい家田委員長の分科会における発言も踏まえて説明いたします。 

 Ａの評価と申しますのは、一般的な評価で言うと、優等とされる表現であります。これ

は、そこに書いてありますように、年度計画にしたがって、順調に業務を実施し、成果を

上げているということでありまして、Ａというその言葉どおり、優等ということでありま

して、法人にとって十分満足の行くものであろうというふうに考えております。個別項目

の評価としては、基本になる評語、重心が置かれるべき評語だと考えております。 

 それから、Ｓの評価ですが、これはスペシャルの略でありまして、特別ということです。

Ａを超えて、そこには目覚ましくと書いてあるんですが、委員長の言葉で言えば、目が覚

めるような成果を上げているという評価でありますので、数が多く出るということは想定
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しておらないものです。 

 それから、ＳＳの評価ですが、２ページの真ん中あたりに「滅多につかない」というふ

うに書いてありますし、２ページの下のほう、それから３ページ目にかけても、異例のも

のであるという表現になっておりまして、ほとんどつかないものということです。出席さ

れた委員の皆さん一人一人が新しい判断基準に即して採点していただくようにお願いいた

します。 

 それから、先ほども説明があったんですが、３ページの真ん中あたりに書いてあるよう

に、これ、裏返しの表現になってしまうんですが、最頻値の評定とするように、今回、特

に各分科会の事務局に徹底しております。一番数の多いところ、Ｓが７、Ａが１０であれ

ば、Ａにしてくださいということでありまして、これは親委員会の方針としてご了承願い

ます。政権交代後、独法評価委員会そのものに対しても、かなり見方が変化しておるとい

うことも留意されて評価していただくようお願いいたします。 

 以上です。 

【委員】  それでは、続きまして資料２でございます。農林水産省独立行政法人評価委

員会からの意見ということで表紙に書かれている資料でございますけれども、既にご案内

のとおり、土研の業務につきましては、農水大臣との共管の部分がございまして、その部

分につきましては、農水省の独法評価委員会から国交省の独法評価委員会に意見をいただ

くことになっております。 

 意見の内容につきましては、資料２の表紙をめくって、その裏のページにございますけ

れども、「平成２１年度における農業土木及び水産土木に関係する研究業務は、着実な実施

状況にあると判断される。当該業務の重要性に鑑み、当該業務が中期目標、中期計画に照

らして今後一層推進されるよう、貴評価委員会において十分な検討と評価をされたい」と

いう意見をいただいてございます。 

 また、その次のページにありますけれども、土木研究所の適切な運営業務につながるよ

うにということで、別途、参考意見をいただいているところでございます。こちらにつき

ましても、評価の際にご参考いただければというふうに思います。 

【事務局】  続きまして、資料３でございます。業務・マネジメント等に関する意見募

集ということで、ご報告いたします。 

 こちらの資料３のとおり、意見募集は７月１６日から２９日までの２週間実施いたしま

した。結果といたしましては、意見の提出はございませんでした。その旨、ご報告いたし
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ます。 

【委員】  それでは、今の３つの件に関して、何かご質問等ありましたら、お願いしま

す。ご意見ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

【委員】  それでは、平成２１年度分の業務実績評価を始めさせていただきたいと思い

ます。 

 業務実績については、事務局より資料４のご説明を受けながら、資料５の評価項目に沿

って評価を行ってまいります。今回は評価すべき項目が２３項目でありまして、それぞれ

合議で評価、聴取をまとめさせていただきます。 

 ここでいつもの提案でございますけれども、分科会終了後の回収を前提といたしまして、

委員の皆様からお送りいただいた事前評価を集計した資料をお配りし、ごらんいただきな

がら、評価を進めていきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  それでは、そのようにさせていただきます。 

（資料配付） 

【委員】  それでは、項目ごとに評価を行っていきますけれども、説明につきましては、

ある程度、区切りのいいところまで、複数の項目をまとめてお願いしたいと思います。簡

潔な説明と進行へのご協力をお願いいたします。 

 それでは、事務局から説明をお願いします。 

【事務局】  土木研究所理事長の坂本でございます。 

 私のほうから、まず、平成２１年度の土木研究所の活動内容の概要をご紹介させていた

だきます。お手元の業務実績報告書に土木研究所の昨年の活動状況とその成果が取りまと

めてございます。ページ数で言えば、１ページを見ていただきたいと思います。 

 平成２１年度におきましては、組織等の重要な改編はございませんでした。また、第２

期の中期目標の第４年度ということで業務を行ってきたところでございます。 

 土木研究所では、そこに書かれてありますような３つの研究理念を定めております。１

つは、百年後の社会にも責任を持てる研究ということを掲げておりますが、そこに書いて

ございますように、土木構造物というものは数十年、あるいは数百年単位で利用されるこ

とを踏まえまして、長期的な視野で研究を行う必要性を示したものでございます。例えば、

構造物メンテナンス研究センターでは、沖縄県、それから沖縄県建設技術センターと三者
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で研究協力を結び、離島に架かる海上橋を利用して、塩害及びＡＳＲ、これはアルカリ骨

材反応ということでございますが、これにつきまして、今後１００年間にわたって計測を

行うという体制を構築して、長期的な研究体制の整備を行っておるところでございます。 

 また、先ほど事務局からご説明がございましたように、昨年度で中期目標の４年目、今

年で５年目、来年度は第３期の中期目標期間が始まるということで、今後何を研究すべき

かというようなことについても、いろいろと準備を進めているところでございます。 

 ２ページの下のほうにまいりまして、学術団体から評価され、現場、地域から信頼され

る研究を行うということについての項目でございます。 

 ３ページにまいりますが、水災害・リスクマネジメント国際センター、ＩＣＨＡＲＭと

通称呼んでおりますが、これは国際的に大変高い評価を受けております。昨年の１１月に

はアジア開発銀行と共同で地域技術協力連携プロジェクトというものを実施することとい

たしまして、２年間で２億円の調査費を得ることに成功いたしたところでございます。ま

た、水災害に係る人材の育成を長期的な視点で行っていくということで、修士号を与える

研修コースにつきましては、昨年、７名の修士が卒業したところでございますし、また、

ドクターコースについての設立要望が関係者の間で非常に高いところから、今年の１０月

より、そのコースを始めるということで、現在、既に３名の学生の応募が内定しておると

ころでございます。 

 災害時に技術的支援を行うこと、これも高い評価を受けておりますが、例えば昨年８月

の静岡県駿河湾を震源とする地震で、お盆の時期に東名高速道路が被災いたしましたが、

この災害復旧について、５名の職員を派遣して、応急、復旧についての技術的支援を行っ

たところでございます。また、今年の２月の南米チリの地震につきましても職員を派遣し、

調査と日本の耐震技術の指導を行ったところでございますが、最近、チリの橋梁の耐震基

準に土木研究所の技術を採用したという報告が来ておるところでございます。 

 土木研究所の研究成果の地域への還元についても積極的に活動を行っております。台形

ＣＳＧダムという技術につきましては、昨年度の国土技術開発優秀賞ということで、国土

交通大臣から表彰を受け、また、バイオ天然ガス化装置というものにつきましては経済産

業大臣から表彰されるなど、研究成果は高く評価されているところでございます。 

 ５ページにまいりまして、伝統を重んじつつ、進取の気風に富んだ研究を行うというこ

とについての説明をいたします。 

 現在、地球温暖化の原因となるガスとして、二酸化炭素ガスもその一つの要因でござい
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ますが、これを利用して固定化するようなことが土木の世界でできないかというようなこ

とで、微生物を用いて地中で固定化するような研究というのも行っておりますし、危険、

汚い、きついという３Ｋと呼ばれる土木作業をロボットで代替することができないかとい

うことで、ロボット化の研究、あるいは現在、高等専門学校というのが地域にたくさんご

ざいますが、この高校を媒体として、地方自治体の技術者の技術力を向上させる方策はな

いかというようなことを行っておるところでございます。 

 現在、土木研究所の職員は約５００名、予算でいきますと約１００億円程度の規模の研

究所でございますが、昨年１年も中期目標及びその中期計画に従いまして十分な社会的貢

献を行ったというふうに考えておるところでございます。 

 本日は長時間にわたりますが、よろしくご審議をお願いいたします。 

 なお、詳細につきましては、担当者より説明をさせていただきます。 

【事務局】  申しわけありませんが、三上委員がご到着されました。ここで新しく委員

にご就任いただきました委員のご紹介をさせていただきます。 

 前の分科会長代理としてお世話になりました佐伯委員にかわりまして、北海道大学教授

でいらっしゃいます三上先生でございます。 

 三上先生、よろしくお願いいたします。 

【委員】  本日は遅れまして、ご迷惑をおかけいたしました。 

 ただいまご紹介いただきました北海道大学の三上と申します。土木の中で構造力学を専

門としております。よろしくお願いいたします。 

【委員】  分科会長は、分科会に属する委員から分科会長代理を指名するということに

なっております。これまで分科会長代理をお願いしておりました佐伯先生がかわられまし

たので、新たに新任早々で申しわけございませんけれども、三上委員を指名したいと思い

ます。 

 よろしゅうございますか。 

【委員】  はい。 

【委員】  それでは、三上委員にお願いするということにさせていただきます。 

 ありがとうございます。 

 それでは、続いてご説明をお願いします。 

【事務局】  それでは、同じく資料の４でございますが、なお、概要、ポイントにつき

ましては、資料６もあわせてごらんいただければと思います。 
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 まず最初の評価の固まりですけれども、１番の質の高い研究開発業務の遂行、成果の社

会への還元ということでございまして、７ページから１９７ページまでをまず一括で説明

させていただきます。大体２０分ぐらいを目標に説明いたしますので、よろしくお願いい

たします。 

 まず、重プロ関係でございますけれども、９ページでございます。こちらには数値目標

がございまして、６０％以上を重点研究、戦略研究に充てるというふうに書かれておりま

すが、２１年度は７２.６％ということで、昨年度が７１.６％でございましたので、昨年

度よりわずかではございますが、さらに重点化を進めているということでございます。 

 では、どういう成果を具体的に出したかということを２つほど説明をさせていただきま

すが、４５ページでございます。１７の重点プロジェクト研究がございますが、２つにつ

いてご説明を申し上げます。 

 まず、４５ページでございますけれども、大地震に備えるための道路・河川施設の耐震

技術ということで、損傷を受けた鉄筋コンクリート橋脚の早期復旧技術の開発ということ

でございます。地震を受けたときに、壊れた場合に、迅速に機能回復をして、少なくとも

救急車両でありますとか工事用の車両、そういったものを通すということで、下に絵があ

りますけれども、こういうバンドを巻き立てるだけでも、まずは応急に復旧できる補強効

果は十分に得られるということを実験等で確かめております。マニュアル等を作成して、

試験施工を通じて技術の普及を図ることとしております。 

 ４６ページは、コンクリートの凍害関係でございますけれども、凍害劣化診断につきま

して、非破壊の診断技術について研究してまいりましたけれども、凍害の程度と深さの推

定が可能と、そういった研究の成果が出ておりまして、関連の凍害が疑われる構造物の調

査・対策手引きに盛り込みたいというふうに考えております。 

 続きまして、５１ページ、戦略研究でございますが、こちらは４８課題を実施をいたし

ました。 

 例えば、どんな成果かということで、５４ページでございますけれども、山岳トンネル

の耐震対策技術ということで、これまで山岳トンネルは地震に強いというふうに言われて

おったわけですけれども、近年の地震で幾つか被害が発生しております。これがどういっ

たメカニズムで発生しているのかといったことを研究いたしまして、被害モードのパター

ンを考え、対策の考え方を提案している、そういったことでございます。 

 それから、一般研究でございますけれども、６３ページでございますが、一般研究、萌
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芽研究につきましては、それぞれ１０６課題、６課題を実施しておりますが、例えば６４

ページの上にありますけれども、アスファルト舗装材料のリサイクルということでござい

まして、これからは何回もリサイクルした材料を使うといったことになるわけでございま

すが、そのときに、使う材料の性能がどうかといったことが問題になるわけでございます

けれども、特に低温領域でアスファルトの再生材がどういった性能の低下を来すのかとい

ったことを研究いたしまして、針入度の比較値により、現行値よりもやや高くすることで

まだ使えるのではないか、そういった研究成果を出しております。 

 それから、６９ページ、これは受託研究でございますけれども、昨年も説明させていた

だきましたけれども、１９年度から２０年のところで、受託研究につきましては、いわば

激減しております。これは北海道開発局の技術開発関連業務の移管に伴って減った部分が

かなりあるわけでございますが、今年度は３億、２３件について受託させていただいたと

いうことでございます。 

 例えばということで、７２ページでございますけれども、横浜市から研究を受託いたし

ましたけれども、横浜市は環境モデル都市ということで、下水道施設にいろいろなバイオ

マスを入れて有効利用を図ろうといった研究を受託いたしましたけれども、その中で濃縮

された下水汚泥とバイオマスから発生するメタンガスを利用して、この下水道利用施設で

必要な電力を削減する、そういったことの研究をさせていただいております。 

 それから、７５ページ、産学官との連携、共同研究でございますけれども、こちらも数

値目標がございます。年間に８０件程度を達成しなさいという目標がございますけれども、

２１年度は１０４件の共同研究をさせていただいております。 

 例えばということで、７８ページでございますけれども、プレストレストコンクリート

構造物の補修の手引きということで、こういったコンクリート部材では補修のところのは

つりに細心の注意が必要になるわけでございますけれども、そのはつり施工の影響の検討

でありますとか、その領域の設定方法、それから断面補修の確実な充填方法、こういった

ものをまとめまして、プレストレストコンクリート構造物の補修の手引きということで研

究成果をまとめて公表しているわけでございます。 

 それから、次は８０ページでございますけれども、産学官との連携ということでござい

ますが、先ほど理事長からのごあいさつにもありましたけれども、新しく香川高専と協定

を結びまして、「市町村の道路管理者の橋梁維持管理技術力育成に関する協定書」を締結い

たしまして、国内関連機関との連携を広げているところでございます。 
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 それから、８３ページは国際共同研究の推進でございますけれども、真ん中に表があり

ますけれども、２１年度は中国、韓国、インド、あるいはニュージーランド、こういった

ところと５件の協力協定を新たに結ばせていただきました。全体として２８件、２９機関

との協力協定を拡充することで、国際的な共同研究の活動を広げているところでございま

す。 

 続きまして、８８ページ、研究者の交流についてでございますけれども、国内の研究者

の交流ということで、２１年度は民間企業等から４７名の研究者を受け入れておりますし、

８９ページですが、海外からの研究者は１７名を受け入れております。 

 それから、９２ページですけれども、今度は競争的研究資金の獲得でございますけれど

も、ここは一つ、特筆すべきことということで書かせていただきましたけれども、２０年

度から国際的な外部資金というものを取れるようになりましたけれども、２１年度は新た

にアジア開発銀行から、先ほど２億円というお話がありましたけれども、土木研究所には

４５万ドルということで、資金協力を獲得して、アジア対象国への技術支援の提供を開始

しております。なお、アジア開発銀行との間ではパートナーシップ・アグリーメントを結

んで研究を進めておりまして、日本の機関でこういったパートナーシップ・アグリーメン

トを結ぶのは、土木研究所が日本で最初の機関ということでございます。 

 結果として、９８ページをごらんください。競争的資金の獲得状況がございますけれど

も、上に棒グラフがございますけれども、青が海外から取った、いわゆる外部資金、競争

的資金でございますけれども、全体としても過去最高の競争的資金の獲得状況でございま

すが、その中で海外からの外部資金について、かなり我々としては努力して取ってきたと

いうふうに思っております。 

 次は、技術指導についてでございますが、９９ページからでございますが、まず、災害

時の技術指導体制ということで、東京消防庁の特殊災害支援アドバイザーということで土

木研究所が選ばれて、協定を締結したということが一つ新しくございます。また、駿河湾

を震源とする地震、あるいは防府の老人ホームに流れ込んだ土砂災害も記憶に新しいとこ

ろでございますが、そういった災害に積極的に出かけていって、技術指導をさせていただ

いているということでございます。 

 また、１０３ページでございますけれども、災害時以外の技術指導ということで、２,

３５２件ということで、かなりの件数の技術指導を引き続きさせていただいているところ

でございます。 
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 次は、１１５ページまで飛びますけれども、研究成果の普及のところでございますけれ

ども、ここで２１年度、力を入れたところは、１１６ページの下のほうに書いてあります

が、英語での情報発信を強化しようということをさらに充実させました。メニューの数を

２２から５７へ増やすと同時に、ページ数も大幅に増加させたといったことをやっており

ます。 

 それから、１１７ページでございますけれども、寒地土木研究所の取り組みでございま

すけれども、新しく技術資料サイトというサイトを設けまして、そこでいろいろな技術資

料を公開しているわけですが、例えば道路吹雪対策マニュアルというものが４,０００件ダ

ウンロードされるということで、こういった皆さんにアクセスしやすいサイトをつくるこ

とで、かなりそういった面でも普及が進んでいるのではないかというふうに思っておりま

す。 

 １１９ページでございますが、電子ブックの活用というのがございます。一般の方、あ

るいは子供たちにもっとわかりやすく研究の紹介をするということでございますけれども、

真ん中に電子ブックという絵がありますけれども、こういったソフトを使うことで、子供

にも非常にわかりやすいナレーションを入れるなどして、広報に努めているところでござ

います。 

 それから、次は１２４ページでございますけれども、我々の開発した技術をいろいろ現

場で使っていただくために、ショーケースなどを設けてＰＲしているわけでございますけ

れども、１２４ページに表がございますけれども、２１年度行ったショーケースの概要が

書かれております。重点普及技術ということで、我々なりに、こういった技術をこのタイ

ミングでこういうところで紹介すると使っていただけるんじゃないか、そういうふうに中

での分析も行いまして展示等を行っているわけでございますが、アンケート調査も、５割

ぐらいの方からは、ぜひ使用したい、使用を検討したいということで、かなり関心の高い

技術を提案できているのではないかと思っております。 

 続きまして、成果の普及の続きでございますが、技術基準についてご説明申し上げます。

１３５ページでございます。技術基準類に反映させるというのが私どもの研究の大きな一

つの目標でございますけれども、１３６ページに表がありますけれども、２１年度は３９

件の基準類の改訂に我々の研究が使われました。２０年度は２２件ということで、これは

たまたまそのタイミングということもあるかもしれませんが、倍増ということでございま

す。 
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 それから、論文発表については１４３ページでございますが、ここはいつも英語で書い

て、かつ査読つきということが意見として出ますけれども、それにつきましては１４４ペ

ージの真ん中に棒グラフがありますけれども、件数としてはほぼ同数というか、若干、去

年よりはそういった論文が増加しているということでございます。また、その論文と質と

いいますか、技術開発の質につきましては、いろいろな表彰が一つのバロメーターになろ

うかと思いますけれども、例えば台形ＣＳＧダム技術が国土開発技術賞を受賞したと、そ

ういったことで、１４５ページ以降にもいろいろな表彰のあれがありますけれども、一定

の評価を受けているというふうに考えております。 

 それから、１５７ページまで飛びますが、これは研究成果の国際的な普及というところ

でございます。政府の成長戦略、あるいは国交省の国際展開ということが今、言われてい

るわけでございますが、例えば下水道グローバルセンターというものがありますけれども、

そこで土木研究所における研究成果をいろいろご紹介して、途上国等へ導入の働きがある

ときは、我々もチームとしていろいろやれることがあるのではないかということで、こう

いった活動にも参画しているところでございます。 

 それから、１５９ページですけれども、海外でもいろいろと災害が発生しました。先ほ

どチリの地震の話がありましたけれども、台湾でも、いわゆる深層崩壊と言われるような

土砂災害が発生しておりますけれども、そういった海外での現地調査にも、我々のほうに

ぜひ来て見てほしいということで、出かけて行っているところでございます。 

 また、国際基準への対応がこれから非常に重要になってくると思いますけれども、１６

１ページでございますけれども、所内に国際基準・規格研究会というものを設置いたしま

して、国際基準の規格の動向を分野横断的に把握して、意見交換して、土木研究所として、

そういった国際基準のところにいろいろなデータなり意見を入れるような、そういう体制

をとっているというところでございます。 

 次は、知的財産、特許の関係でございますけれども、これは１６６ページをごらんくだ

さい。結果だけを申し上げます。１６６ページの真ん中に表がございます。実施化率とか

実施権取得者数というのがございます。ここは数値目標が決められておりまして、中期目

標の間に２５０社以上の実施権取得者数を目指しなさいというのが数値目標になっており

ます。２０年度で既にそこは突破しているわけでございますが、２１年度、２２７社とい

うことでございます。さらに、実施化率も１７.８％ということで、これはほかの研究独法

に比べてもかなり高い率を示しているというふうに思っております。 
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 ただ、１６９ページをごらんいただきますと、それがどれぐらいお金になってはね返っ

てきているかということでございますが、実施化率は高いわけでございますけれども、特

許料、収入はここに書いてあるとおりでございまして、一件一件、幾ら売れるかというこ

とにもかかわってくるわけでございますけれども、収入はこんな格好になっております。

引き続き、特許については、それが使われるよう、いろいろな工夫をしてまいりたいとい

うふうに思っております。 

 それから、１７４ページに入りますけれども、我々のやった研究が普及することによっ

て、どういった社会的効果があるのかといったことを、これはほかの研究独法と比べても、

土木研究所独特の取り組みとして始めていたところではございますけれども、非常に初歩

的な分析でございまして、１７５ページの上のほうにありますけれども、従来の技術でや

った場合と、今回、我々がやった技術でやった場合と比較して、その差が効果であろうと

いうことで、いろいろな過程を入れておりますので、この数字自体は非常にざくっとした

数字だとは思いますけれども、そういう数字を出す努力をしているということで、２１年

度につきましては経済効果が３１２億円と、追いかけられる技術に限ってでございますけ

れども、そういった数字を出しております。 

 それから、次に１７９ページのＩＣＨＡＲＭの国際貢献の活動について説明をさせてい

ただきます。 

 １８０ページでございますけれども、いわゆる開発途上国のように雨量計等、そういっ

た地上データの取得が難しいところにつきましては、衛星のデータを使って、精緻なとこ

ろまで行かないにしても、何とか一定の洪水予測ができないかということで、ＩＦＡＳと

いうシステムを土木研究所で開発しておりましたけれども、これは公開しておりますけれ

ども、２１年度は３００件のダウンロードがされているということとか、研修活動につき

ましても、新しく洪水ハザードマップを用いた地域防災計画ということで、新しい取り組

みを進めております。 

 それから、１８１ページは新しくドクターコースを設ける準備をしたということで、昨

年度から進めておりますが、既に３名の内定者が出ているということは、先ほど理事長よ

り説明があったとおりでございます。 

 それから、１８２ページはＡＤＢとの連携ということで、これも先ほどの繰り返しにな

りますが、アジア開発銀行が日本の機関とパートナーシップ・アグリーメントを結んだと

いうのは土木研究所が初めてでございまして、ＡＤＢが全体で２億ドルというお金を出し
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て、それの技術支援、あるいは技術協力を土木研究所がするという協定でございますけれ

ども、活動を広げておるところでございます。 

 それから、１８３ページは、これはこういった災害軽減統合の研究をもっとアカデミッ

クにも展開させようということで、日本学術会議に小委員会を立ち上げておりますけれど

も、その中でＩＣＨＡＲＭが中心的な役割を果たしていただいたといったことでございま

す。 

 それから、次は新技術の活用促進ということで、１８８ページでございますけれども、

これはいわゆるＮＥＴＩＳと言われている仕組みでございますけれども、右下のほうにグ

ラフがありますけれども、今、国交省の現場では約３割を超える新技術の活用がなされて

いるわけでございますけれども、土木研究所としても、そういった新技術の確認とか評価

というものを個別にやらせていただいておりまして、そういう活動も一定のお役に立って

いるのではないかというふうに考えております。 

 それから、最後のほうになりますが、１９０ページからは技術力の向上とか技術の継承

への貢献ということでございますが、例えばということで、１９２ページでございます。

寒地技術推進室において技術相談対応にかなり力を入れて進めるようになっているわけで

ございますけれども、２０年度と比べて約３割増の相談が寄せられたということで、特に

民間からの相談件数が約２倍に達しているといったことが一つ、ポイントとして挙げられ

るというふうに思います。 

 最後でございますけれども、１９６ページ、先ほども少し説明いたしましたが、香川高

専との協定による技術力の向上の支援ということでございますけれども、ご案内のとおり、

市町村が管理する道路橋というのは、ほとんどが見ていないと、管理の程度がなかなか厳

しいということでございますけれども、そういったところで、香川高専のほうで実践的橋

梁維持管理講座というものを設けておりますけれども、そういったところに協力すること

によって、その活動を支援したいということで、香川高専を足がかりにして、全国の高等

専門学校への展開も考えていきたいというふうに考えております。 

 以上、大変駆け足でございましたが、説明をさせていただきました。 

【委員】  それでは、順に評価をしていただきたいと思います。 

 １つ目、１の（１）研究開発の基本的方針、①社会的要請の高い課題への重点的・集中

的な対応についてでございます。ご質問、ご意見などありましたら、どうぞお願いします。

事前に各委員から評価をいただいておりますが、目標値をかなり多く上回っておるという
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こと、それからいろいろ成果も上がっておるというようなことなんかが指摘されているよ

うに思いますが、いかがでしょうか。 

【委員】  ここでは社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応というふうになっ

ているわけですけれども、ここ数年、地震が問題になったり、土砂崩れが問題になったり

とか、気候変動が激しいために、毎年、焦点になる災害というのも変わってきているわけ

ですよね。特に今年は土砂崩れとか水災害が非常に多い。それと気候も非常に暑い。これ

は件数から言うとどうなのかよくわかりませんけれども、とにかく毎日のようにそういう

報道がされていて、そして、住民が避難しているというケースが非常に目立つわけですね。

全体の基本方針というところで、百年安心できるということが書いてあるわけです。しか

し、おそらく今の国民は非常に不安感を持っているというのが実態なんじゃないかなと思

います。この数字が正しいかどうかわからないけれども、どこか、たしかＮＨＫか何かの

ニュースを見ていたら、土砂災害その他の危険箇所というのは国内全体で４,０００カ所ぐ

らいあるというようなことをちょっと耳にした記憶があるんですけれども、そういうこと

を考えると、報道その他を見ていると、いつも災害が起こってから後から対応をとるとい

うような感じが見えて、むしろ、ほんとうに危険度があるんだったら、大きなランキング

でもつけて、そして事前に大災害にならないようにやっておくと、これは随分違うんじゃ

ないかなという感じがするんですね。一番最初に書いてあった百年も安心できるんだとい

うことを信頼できれば、随分違ってくるが、おそらく今の日本の国民の感じでは、百年も

安心できるような状況にあるとは、残念ながら思ってないんじゃないかなという気がいた

します。僕はＡをつけたわけですけれども、そういう意味だということを申し述べたいと

いうふうに思います。 

【委員】  今、おっしゃったように、今年は特に土砂災害とか水災害が目立つわけです

が、それにすぐに対応できるという状況になっていないんではないかというご指摘かと思

いますが、いかがでしょうか。 

【事務局】  例えば地滑りの話が出ましたけれども、先ほどちょっと言いましたけれど

も、深層崩壊というか、今まではどちらかというと、表面がさらさらさらと流れてくるこ

とが多かったんですけれども、このように、例えば長雨があって、その後ということにな

りますと、根こそぎごそっと来る。これは、それまでも現象がなかったわけではないと思

いますけれども、こういったことが目立ち始めてきている。さっきの台湾の話も、諸外国

でもそうですけれども。それについて、例えば今、重点研究でございますけれども、基礎
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的な研究は一般研究とかで既に進めているところがございますけれども、それがもう今、

待ったなしということになりますと、例えばそれを重点研究に格上げをして、人も予算も

さらに集中させて進めていくということでございます。したがいまして、どちらかという

と、今、社会で問題になっていることは、例えば橋の崩壊もそうですが、新しい崩壊のメ

カニズムといいますか、そういう現象も起きているという中で、研究がどういうふうにそ

れに追っかけていくのかということでございます。ですから、既にわかって対応しなくち

ゃいけなくて、５年ぐらいで成果を出さなきゃいけないというものがもう既にあるわけで

すが、それはどんどん重点プロジェクトとして成果も出さなきゃいけないんですけれども、

新しく出てきたものについても、今、おっしゃいました百年持つということは、国民が具

体的に肌で感じている部分があるわけでございますので、そういう市民感覚と合うような

格好で、研究のテーマも含めて考えてまいりたいと思っております。 

【委員】  おっしゃること、すごくわかるんですよね。確かに雪崩だって、表層雪崩か

ら深層雪崩というんですか、そういうことがいろいろなところで現象として起こってきて

いるわけですね。それが地滑りというところでも、表面だけじゃなくて、深層から崩れる

ということが盛んに説明されているわけですよね。これは背景に何があるかというと、や

っぱり気候変動だとか、それから過去の日本の土木のやり方というものが、やっぱり日本

の経済成長ということにあまりにも重点を起き過ぎたために、山林の植え方とか、いろい

ろなことも含めて、今日の災害を及ぼしているという感じをやっぱり受けるわけですね。

だから、そういう状況に対しても、やっぱり中長期的に今後やっていかなきゃいけないと

いうことであれば、やはり百年持つようなことを今、研究しているんですよということを

もっとはっきり言うべきだと思うし、僕はこの委員会で何度も言っていますけれども、や

っぱり気候変動というものがものすごい大きな影響を与えていると思うんですね、集中豪

雨的な雨だとか。そういう意味では、気象庁とか、そういったところと何でもっと合同研

究しないのかということを何度か僕は申し上げていますけれども、やっぱり今の状況とい

うのは、気象というものがよくわからないと、そういうこともわかりにくいんじゃないか

なと。それから、ＮＨＫの天気予報を聞いていると、一般的な天気予報ですよね。しかし、

今、民間の気象会社も相当あって、ケーブルテレビなんか見ると、相当細かいところまで

どういうことが起こるかというようなことまで説明していますよね。だから、僕はただ国

の機関だから、国の気象庁と研究するというだけじゃなくて、もっと細かいことをやって

いる、例えば危険地域だったら、そういう民間の気象会社と提携するとか、そういうこと
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もあっていいんじゃないか。現実に民間の企業なんかは、国の予想だけではとてもリスク

がとれないということで、民間の気象会社と契約しているところはどんどん増えていると

いうふうに聞いているわけですね。だから、そういったようなことも、ぜひ、今後考えて

いく必要があるんじゃないかなというふうに思いますよね。 

【委員】  具体的な行政との関わりというのが非常に問題になるような面があるわけで

して、研究ということでいくと、従来、表層崩壊というのが非常に数多く発生して、それ

が土石流に転化するとか、そういうことに関しての研究というのが随分力を入れて進めら

れてきたわけです。その裏返しといいますか、最近、ちょっと研究がまだ難しくて、手が

ついていなかったというような深層崩壊というのが目立つようになってきたという状況で

はないかと思います。ですから、これについては、非常に基礎的な研究というものを今後、

大いに進めていく必要があろうかと思いますので、今の重点プロジェクト研究というのは

既に課題があって、それがずっと進められてきているわけですが、今年度は中期期間が終

了するということでございます。次の期間に向けて、そういうことをいろいろ考慮してい

ただくというようなことが確かに必要ではないかなと思いますね。 

 それで、評価でございますけれども、事前にいただいているものですと、Ｓが６個、Ａ

が３個というような感じになっておるわけでございますが、Ｓが多いということで、Ｓと

いうことにさせていただいてよろしゅうございますか。 

【委員】  今の質問なのかコメントに対して、さらにまたコメントをつけますが、結論

は別に変わりませんけれども、さっきの新しいタイプのとかいうことに対して、例えば気

象庁との共同研究といっても、メカニズム重視派の理学部的な役所と共同研究しても、は

っきり言って、ほとんど意味がないというのが現状です。工学的センスの持ち主というの

は、こっち側におられるわけで、新しいＸバンドＭＰレーダというのができましたので、

ゲリラ豪雨的なものを非常に細かく見るということができるようになったので、そういう

意味では、こちらの持っているものをより重点的に使って、もちろん、気象庁などの意見

も入れるのは当然なのですが、工学的センスの研究をより強くされるというのがいいかと

思います。 

 それから、１日で６００ミリも雨が降ったら、どんな木の植え方をしたって災害は同じ

ように起きるわけで、それよりは、そこにあった木が流木として出てくることのほうがは

るかに重要で、流木災害、橋が詰まってしまうとか、よりそっちのほうも次の重点的な課

題という意味では大事かと思っています。例えば、緑のダムみたいなものがあるというこ



 -19-

とで、６００ミリも１,０００ミリも降ったらそんなもの全然効かないのは我々の常識なの

ですが、ひどくそういうものが根づいてしまって、そうすると災害は起きないのではない

かと思われるのですが、１日に６００ミリなんていったら、もう普通の熱帯地方よりも強

い雨が降っているわけで、それで起きた災害で、ほんとうは維持管理しなくてはいけない

木が大量に出てくることによる二次的な災害のほうがより強くなっている。 

 それからもう一つは、例えば砂防の危険地帯というのは、もう大分前から公表している

のですが、こういうものをあんまり住民に周知徹底させてくれない自治体が結構ありまし

て、私、それにも関わっていましたけれども、例えば全国で都市部のハザードマップとい

うのをつくりましたけれども、これを配らない自治体がいっぱいいまして。そんなもの、

いっぱい出したら市民が怖がるだけだからやめてくれ、というところが結構あるのです。

つまり、研究成果とほんとうの末端まで情報が行くというのはまた別問題で、そこは今後、

国を挙げてどうすればいいかというのを、ここの研究所の問題なのか、行政全体の問題な

のかというのはあると思いますけれども、あえてそういう中では、より工学的センスの時

代の必要とするものをどんどんやってほしいというのは言われたとおりのご意見ですけれ

ども、多少、コメントのコメントみたいになりますが。 

【委員】  私は自分の評価を出すのが非常におくれまして、いろいろご迷惑をかけまし

た。締め切りの間際に評点を、わかりやすく言うと厳しくするようにとの指示がありまし

た。先ほど説明がありましたけれども、Ｓというのは、目の覚めるようなものを基準とし

ている、家田委員長はそのようにおっしゃっているということでありましたので、私の評

点は全体的に見て、かなり厳しい点になっています。それで、その組みかえをするのにち

ょっと手間取ったりして、提出がおくれてしまいました。そういうことで、今の項目につ

いて言えば、何が目の覚めるような点であったかという点は、少し説明していただいたほ

うがいいのではないかと思うんですが、いかがでしょうか。 

【委員】  目が覚めるかどうかはあれですが、目標値というのを、少なくとも計画に書

かれている目標値というのをかなり大幅に上回って重点化したとか、それに応じてそれぞ

れ注目されるような成果も上がっているということが目の覚めるような成果というか、た

だ、計画に沿って、それを粛々と遂行したというよりも、以上であろうということではな

いかと思うんですが。 

【委員】  もう一つ、つけ加えておけば、今の説明なんかを聞いていまして、量的な拡

大は非常に進んでいて、その点だけ評価すれば、確かにＳでも私はいいと思います。ただ、



 -20-

それが実際、我々の生活にどう貢献したかという点が、「これやったから、次の日からよく

なる」というような、そんな極端なものではないにしても、そのような見通しとか、その

ような点も少し考え併せる必要があるのではないかと思った次第です。あえてこだわりま

せん。 

【委員】  研究独法というのがどこまで、大学の研究というのもかなりの成果が上がっ

ても、それが直ちに社会に取り入れられてうまく行くというわけでもありませんし、土木

研究所の場合は、かなりそういう実務に近いといいますか、そういうことになっているわ

けで、そういうご意見がいろいろ出るんだろうという気はいたしますけれども、その辺、

どう考えるかという、今後、ちょっと考えてみる必要があるかと思いますね。 

 ちょっとそういう評価のやり方についての途中でやり方を変えるというようなことで、

多少、混乱が生じたということは否めないかと思いますが、いかがでしょうか。単純に最

頻値のところへ持っていくということで、Ｓという評価にさせていただいて、よろしゅう

ございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そのようにさせていただきます。 

 次が②土木技術の高度化及び社会資本の整備並びに北海道の開発の推進に必要となる研

究開発の計画的な推進というところでございます。いかがでしょうか。これはＳが７つ、

Ａが２つというようなことになっております。Ｓということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そのようにさせていただきたいと思います。 

 次は、（２）事業実施に係る技術的課題に対する取組ということでございます。これはＢ

というのが１つございました。受託の件数ですね、これが減っているということでしょう

か。そのほかはＡということでございます。残念ながら、出席されておらないので、ご意

見を詳細に聞くことはできないわけですが、Ａということでよろしゅうございますか。 

【委員】  質問を１つよろしいでしょうか。 

 質問の趣旨は、受託研究、あるいは外部資金による研究などをたくさん取り込むという

ことは、それは一つの目標になることは十分に理解します。大学も全く同じ状況にござい

ます。ただ、組織としての人的、あるいは施設機能のキャパシティーによって、受託研究

の件数、あるいは外部資金を導入しての研究については、おのずから限界があるんじゃな

いかと思うんですけれども、その辺は研究所としてはどのようにお考えになっているか、
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お聞かせいただきたいと思います。 

【事務局】  予算的に見れば、財務省から来る研究予算というのは、毎年減少してきて

おりますので、人的な面で受託研究なり、あるいは競争的資金を取って研究するという余

力は十分にまだあると思っております。 

【委員】  わかりました。 

【委員】  いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  それでは、Ａということにさせていただきたいと思います。 

 次は（３）他の研究機関等との連携等ということで、①産学官との連携、共同研究の推

進、②研究者の交流というような面でございます。Ｓ評価が７つ、Ａが２つという結果に

なっております。なかなかこれも、先ほどの議論と同じで、件数が相当上回ったというこ

とが目覚ましいかというようなことにつながるわけでございますが、そのほかに、例えば

ＣＡＥＳＡＲとかがセットの連携とか、沖縄での問題とか、いろいろそれなりの努力をさ

れていて、今後大いに発展していく可能性があるというふうに思うわけでございます。 

【委員】  ここ一、二年、成長戦略という中では、インフラ輸出ということを盛んに言

っているわけですね。これは原子力だとか鉄道だけじゃなくて、災害の問題だとか、ある

いは都市設計の問題だとか、そういったところでも相当、インフラ輸出ということが盛ん

に言われてきている。これは政府の一種の成長戦略の大方針になってきているんですね。

ＡＤＢ、アジア開発銀行と何かをやったということは、それはそれなりに僕は評価してい

いと思うんですけれども、例えば、インフラ輸出という意味で言うと、この間、新聞に出

ていたのを見ると、大阪市とどこかのガス会社が一緒になって、都市ガスのあり方をどこ

かのよその国に輸出したとか、今、金融と、それからそういう建設会社というんですかね、

あるいは普通の会社ですね、あるいは自治体、あるいは独法ですね、そういうようなとこ

ろが手を組んで、一種、プロジェクトをつくって、そしてそれを輸出するという傾向が非

常に僕は多いんじゃないかなというふうに思うんですね。今、振興国は、やはりそういう

インフラ整備というのをものすごく、特に中国を中心にインフラ整備にものすごく充てて

いるわけですから、むしろ、そういうところにもっと目を向けて、そういうところから一

緒のプロジェクトを組むことによって外部的な資金を確保するというやり方が、僕はこれ

からかなり重要になってくるんじゃないかなというふうに思います。ＡＤＢの話は、そう

いう一つのきっかけだと思うんですけれども、ＡＤＢだけじゃなくて、相手国と直接やる
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とか、あるいは日本のプロジェクトの中に入り込んでいくとか、そういうことがこれから

求められてくるんじゃないかなと。これは多分、土木だけじゃなくて、建築だとか、ＵＲ

だとか、ああいったところも全部そうだと思うんですよね。そういうふうに頭を切りかえ

ていったほうが僕はいいんじゃないかなという感じはしますけどね。 

【事務局】  ＪＩＣＡへの協力というのが何ページかに書いてあったと思いますが、こ

れはどういう協力をしているかというと、その国で今後やる、我々の担当ですから、当然、

社会資本整備の案件についての技術的なサポートをするという意味で、私どもが言ってい

るわけでございまして、これはもう社会資本整備そのものへ寄与しているということでご

ざいますので、それもいろいろなフェーズといいますか、段階がありまして、可能性調査

の段階から実施の段階への協力という幾つかのフェーズがございまして、そういう意味で

は土木研究所もその社会資本整備についての輸出という面については、十分協力している

というふうに思っております。 

 今の何ページ？ 

【事務局】  １６０ページ。 

【委員】  今の○○委員のお話とも関連しますが、先ほど戦略的な研究というところで

質問しようかなと思い言いそびれてしまいましたが、同じような問題、課題が独法のほか

の研究機関や民間の研究機関もかなりあると思うので、協力プロジェクトを組むというの

をやはり土研さんが積極的に進めたほうが戦略的にはなるのかなと思います。最近、いわ

ゆる効率の問題が非常に問題になってきていますので、例えば地滑りなら地滑りで、また

地震等でも産総研さんと積極的に手を組んでやっていくことで１プラス１が３になるよう

な、そんなやり方を少しこれから考えていったほうがいいのかなと思います。この辺はこ

れからイニシアチブを握る意味で、非常に大事な他研究機関との連携になると思いますの

で、ぜひ有利なほうにもっていくようなやり方をしていただければと思います。これはち

ょっと要望なのですが。 

【事務局】  関係する似たような分野の研究機関同士の協力といいますか、そういうも

のにつきましては、現在、競争的資金を獲得するときには、かつては単独で応募しても取

れたことが多かったんですが、最近、どこの独法も、あるいはどこの大学も競争的資金の

獲得に一生懸命動いておりまして、なかなか取れなくなっているし、また、査定するほう

も、単独のところに貸すよりも、いろいろなところで分担し合って、あるいは情報を交換

し合って、よりよい研究ができるようにという意味がございまして、研究資金、競争的資
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金の分野では、現在では、大体、大学、あるいは他の独法と共同で提案して、共同で採択

を受けるというのが一般的な風潮になっておりますので、そういう意味では、私どもも競

争し合って、情報を交換し合って研究を進める、そういうふうに努めておるところでござ

います。 

【委員】  Ｓが７、Ａが２ということで、Ｓということにさせていただきたいと思いま

すが、よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 次は（４）競争的研究資金等の積極的獲得ということでございます。今、理事長から関

連するようなお話がございましたが、ＳＳが２、Ｓがと７ということになっております。

いかがでしょうか。金額的に相当大きくなったことと、ＡＤＢとか、そういう国際的に獲

得したというようなことで、目覚ましいというようなことでＳという評価でよろしゅうご

ざいますか。 

【委員】  アジア開発銀行との協定締結による予算額は２億円だったでしょうか。 

【事務局】  当初、２億円、土研に来るという予定だったんですが、２億円で調査をす

る部分の契約を我々が発注するんじゃなくて、ＡＤＢが直接、業務として発注すると、我々

はそれのチェックだとか、調査計画を立てるといいますか、審査するとか、そういう業務

にするという、一種の発注権の問題みたいなもので、総枠は２億円なんだけれども、それ

にかける予算は２億円で、当初は全部、土研に任せますよと言っていたのが、最後の段階

になって、業務を発注する部分は依然としてアジア開発銀行が発注しますよみたいなこと

になりまして、結果的に私どものほうに来た金は４,５００万ということになったというこ

とでございます。 

【委員】  この２億円が多いか少ないかですけれども、例えばサントリーは東京大学の

研究室に５億円ですよね。あるいは、ＩＢＭは中国の清華大学に１５０億円ですよね。だ

からこの２億円という額を多いか少ないかと言いますと、いじらしくよく頑張っておられ

るなとしか言いようがない額で、さらに自由度がなかなか効かないという厳しさがあると

いうことを、それは我々も認めざるを得ない。私、これ自身を否定するつもりではないで

すよ。我々の認識が世界の金の動きと全然ずれてしまっているのではないかと思っていま

して、だけど日本のいいところは大きなお金ではなくて、来たものをきっちり着実にやっ

ていくという点かなと思っていまして、それはそれで、額は決して大きくないし、使いに
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くいらしいのですが、それを着実に実行されるということを期待したいと思います。 

 もう一つ、これは今後どうしても中国とのおつき合いが増えてくると思うのですが、も

ちろん、理事長以下、中国には非常にお詳しいのですが、中国の半分ぐらいはものすごい

ビジネスベースですよね。例えば、清華大学の前にある高層ビルというのは、全部、清華

大学のベンチャー企業がつくっているところで、全くビジネスベースですね。もし中国の

どこかの大学と協定を結んでやるといっても、半分、７割ぐらいはビジネスベースの仕事

で、公共事業であるということよりも要するにアメリカのシンクタンク系かコンサルティ

ング系の仕事をやるというような感じになるわけです。ただ、それが現実の中国なら、そ

れも研究せざるを得ないわけで、そういう意味では、ＡＤＢの資金獲得を突破口として、

少しずつ前に進んでいかれているのではないかと思って、それは評価しているところです。 

【委員】  一つよろしいですか。質問ですが、研究資金全体に占める外部資金の割合を

知りたいのですが。そして、外部資金に依存する傾向が年々強まってきているのかどうか

という点。その辺りの土研全体の様子を知りたいというのが質問です。 

【事務局】  数字ですけれども、まず、競争的資金は８７ページにありますように２億

７,０００万円です。それから、交付金で来ます研究費が業務経費と言っておりますが、あ

れが４５億円ぐらいです。ですから、割合はそういうことになります。そのほか、先ほど

受託が３億円ぐらいあると、そういう研究費の構図になっております。 

【委員】  確認したかったのは、要するに外部資金獲得に精力を注がなければ研究が進

まないとか、その辺りの背景を知っておく必要があると思いますし、受託研究にしても、

ほんとうに必要と土研が思っているのか、あるいは地方自治体等が必要ということであれ

ば、そういうシステムを残しておかないとだめでしょうし、逆に言うと、受託研究の評価

項目があれば、これは多分、Ａ以上の評価は出てこないような感じになるでしょうから、

受託研究の位置づけというか、そこら辺も考える必要があるのかなという気は個人的には

しております。 

【事務局】  受託研究にも２つほど性格がありまして、例えば大型ダムの水理模型実験

というのは、ダムの事業者である国土交通省の事務所の予算で、それを土木研究所に実験

を依頼するというようなことで、発注者側の都合というか、そういうもので受託するケー

スと、それは土木研究所にしかない大型な模型実験施設をつくるので、土木研究所がやる

ことが前提になっているみたいな発注の話と、もう一つ、いろいろな人から意見を聞いて、

公募して、結果として土木研究所が選ばれて受託するというような２つの性格があると思
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いまして、ダムの水理模型実験のように土木研究所、あるいは大型の橋の振動実験とか、

そういうようなもので、土木研究所でなきゃできなくて、あらかじめ受託することが想定

されているというものと、競争的に取ってくる受託と、そういう２種類があると思ってお

ります。 

【委員】  聞いていると、受託研究についてはあまり数にはこだわる姿勢がないような、

そういう印象を持ちましたけれども。 

【委員】  進行プログラムによりますと、１５時２５分までに今の評価区分、というこ

とになっておりまして、大幅におくれております。先に進めさせていただきたいと思いま

す。 

 ただいまのはＳということでよろしゅうございますね。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  次は、（５）技術の指導及び研究成果の普及、①技術の指導ということでござ

います。ＳＳが４、Ｓが５となっています。前年までは災害派遣とかそういうのに非常に

評価が高くて、５点というような感じになっておったのが、評価の仕方を少し辛目にとい

うことが反映されたかなという感じになっております。ですから、皆様の評価は大体、去

年までとあまり変わってないように思いますけれども、最頻値ということになりますと、

Ｓということになりますが、いかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  それでは、そうさせていただきます。 

 それから、次は②研究成果等の普及、ア）研究成果のとりまとめ方針及び迅速かつ広範

な普及のための体制整備というところでございます。これはＳＳが１、Ｓが７、Ａが１と

いうことでございます。いかがでしょうか。Ｓということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 次がイ）技術基準及びその関連資料の作成への反映等というところでございます。これ

はＳが５、Ａが４になっております。いかがでしょうか。数が拮抗しておりますけれども、

Ｓということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 次がウ）論文発表、メディア上での情報発信等というところでございます。Ｓが４、Ａ



 -26-

が５ということになっております。英文の査読つきというのがわずかに伸びているという

ようなご説明でございましたけれども、Ａということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきたいと思います。 

 次は、エ）研究成果の国際的な普及等ということでございます。Ｓが４、Ａが５という

ことになっておりますが、いかがでしょうか。Ａということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 次は、③知的財産の活用促進というところでございます。Ｓが６、Ａが３ということに

なっております。実施件数、取得者数というのが目標値をかなり超えていると、実施化率

というのがそのほかの独法と比べて相当高いというようなご説明でございました。ただ、

金額はあんまり多くないというようなことがございましたが、Ｓが６、Ａが３でございま

すので、Ｓということでよろしゅうございますか。 

【事務局】  金額が低いのは、過去に非常に売れた特許が切れて、金額が過去よりは少

なくなったという意味で、約３０ある研究機関の中で特許料の収入の実額として、私ども、

今、３番目か４番目ぐらいの地位にいるので、研究独法の中では非常に稼いでいるし、職

員１人当たりの金額で言えば、多分、２位ぐらいのところにいると思っております。 

【委員】  Ｓという評価でよろしゅうございますね。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 次は④技術の指導及び研究成果の普及による効果の把握ということでございます。大体

幾らぐらい効果があったという金額の算定もされたというようなことでございますが、Ｓ

が４、Ａが５という評価でございます。いかがでしょうか。 

【委員】  評価にかかわることではないのですが、こういう手法はほかの研究独法でも

使われているのでしょうか。もう一つは、工学的な方法だけでなく、例えば経済学などの

社会科学的な方法も入れて，もともとざっくりした数字なのかもしれませんけれども、も

う少し精度を上げた分析にしたほうが説得性が増すと思います．そのあたりの研究はどう

なっているかと思いました。 

【事務局】  まず、社会的効果を追いかけるという取り組みについては、ほかはちょっ

とわからないんですが、土木研究所独特な取り組みでスタートしたものだと思っておりま
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す。それから、産業連関表のように、さっと論理的に何か出るということまでいければい

いんですが、まず、どうやっていいんだろうかという手探りから始めておりますので、そ

ういう意味では、今もまだちょっと手探り状況の中でやっているというところでございま

す。 

【委員】  よろしゅうございますか。 

【委員】  はい。 

【委員】  それでは、Ａという評価でございます。 

 次が（６）水災害・リスクマネジメント国際センターによる国際貢献というところでご

ざいます。これは従来から評価が高いわけでございますが、今回もＳＳが５、Ｓが４とい

うことになっております。いかがでしょうか。ＳＳということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきたいと思います。 

 次は、（７）公共工事等における新技術の活用促進というところでございます。これは全

部Ａということになっております。Ａということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  そうさせていただきたいと思います。 

 次が最後ですが、（８）技術力の向上及び技術の継承への貢献ということでございます。

Ｓが５、Ａが４という評価でございます。いかがでしょうか。 

【委員】  この項目の中にある国土交通省等との人事交流、この実績、実情はどうなっ

ているのかということを知りたいのと、それから意見になると思いますが、我々のような

大学法人との人事交流とか、それから連携協定を積極的に進めるとか、そういうことがも

っとあっていいように思いますけれども、どうお考えでしょうか。これは７の（２）に出

てくる人事計画等とも関係するようにも思いますが、その辺のご認識を伺いたい。 

【事務局】  まず、国交省との人事交流は、我々の身分は現在、非国家公務員ではござ

いますけれども、発足時に、３年前に国家公務員であった人の人事は国家公務員と全く一

体的に人事交流ができることになっておりますので、かつての国の機関であったときの土

木研究所と全く同様に現在も国交省と一体的な人事が行われております。したがって、我々

が現場経験を積んだ上で研究をしたり、現場で困ったことを研究所に来て勉強するという

ようなことについての人事交流の支障は全くありません。 

 もう一つ、国立大学法人との人事交流でございますが、かつて、我々が国立大学並びに
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国立の研究機関がみんな国家公務員であったときは、国家公務員同士の人事異動として、

例えば退職金が通算することが可能であったんですが、現在、独法になった段階では、そ

れが基本的にできなくなっておりまして、一たん、退職をした上で、国立大学といえども

行くということになっております。したがって、今年の４月に私どもの研究所から１人ほ

ど国立大学の教授で転出しましたけれども、それは退職金をもらって転出しました。した

がって、通算するよりは、かなり……。 

【事務局】  ちょっとすみません、大学によってちょっと違いがありまして、今回行っ

たのは通算が認められました。 

【事務局】  今回の件はでしたが、基本的には通算ができないシステムになって、それ

は非常に独法によって研究者の交流促進を図るというような掛け声で実際は発足しました

けれども、私は実態はそうではなくなっているというふうに思っています。 

【委員】  それともう１点、連携協定を促進するとか、そういう……。 

【事務局】  協定を結ぶのもいいんですが、その後の維持が、結びっぱなしになったん

ではあまり意味がないんで、そろそろ打ちどめにしたいと私自身は思っているんですけれ

ども、例えば向こう側の事情でまた結びたいということもあって、それをむげに断ること

もなかなかできないこともあって、結構結ぶこともあるんですが、なかなか、この研究協

力協定も、増やせばいいというものではないというふうに私は思っております。 

【委員】  わかりました。ありがとうございます。 

【委員】  いかがでしょうか。Ｓが５、Ａが４ということになっておりますが、Ｓとい

うことでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきたいと思います。 

 以上で１、質の高い研究開発業務の遂行、成果の社会への還元という項目が終わりまし

た。スケジュールに従いますと、２５分までで終わって、３０分まで５分休憩するという

ことになっておりますが、いかがしましょうか。 

【事務局】  ５分休憩していただければと。 

【委員】  ５分休憩しますか。それでは、５分休憩ということにします。 

（休  憩） 

【委員】  それでは、再開させていただいてよろしいですか。 

 では、引き続いて２の説明をお願いします。 
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【事務局】  それでは、資料４の１９８ページから２３７ページを一括して説明させて

いただきます。業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置でございます。 

 まず、１９８ページでございますけれども、理事長のリーダーシップというところでご

ざいますけれども、「理事長別枠」という予算の制度をつくっておりますけれども、それの

拡充をいたしました。具体的なテーマは１９９ページにありますけれども、国際性、ある

いは社会性に富んだ研究で、今後、土研がリーダーシップをとっていけるような、そうい

う課題を「理事長特別枠」ということで選んでおりますけれども、始めたころは、１９年

度に最初に選定を行いましたが、７,３００万円ということでございましたが、２１年度は、

これを３億円まで増加させております。具体的なテーマは１９９ページに書いてあるとお

りでございます。 

 それから、２０３ページに飛びますけれども、研究開発の連携・推進体制の整備でござ

いますけれども、技術相談機能の確立というのがございまして、具体的には土木研究所の

コーディネートシステムというものがございます。２０４ページの真ん中に円グラフが２

つございますけれども、技術相談機能の拡充を図っているということで、講演会とか、あ

るいは技術交流フォーラムでも臨時の技術相談窓口を設置して相談に応じているわけでご

ざいますけれども、２１年度は９１５件のコーディネートシステムの利用がございました。

ちなみに、平成２０年度は２１７件でございましたので、大幅にこの取り組みが拡充して

いるということでございます。 

 それから、次は研究評価のところでございますが、これにつきましては、２１６ページ

をお開きください。先般、重点プロジェクト研究につきましては、外部評価委員会を開催

をいたしまして、好評をいただいております。そこをご紹介いたしますと、大きくは研究

マネジメントと研究の方向性についてアドバイスをいただいております。マネジメントに

つきましては、土研の役割をしっかり明確にしてやってください、それから中期計画の最

終年ということになりますので、いかに成果を現場で使ってもらうかということをきちん

と意識してやってくださいと。それから、研究の方向性については、地道な積み重ねも大

事ということで、一般研究についてもしっかりやってほしいということ、それから土木研

究所の技術が使える現場が直轄ということだけにこだわらず、地方自治体も含めた日本全

体のことを考えて研究してほしい。それから、ＩＣＨＡＲＭは基本的には国際活動という

ことでやっておりますけれども、日本で使える技術開発を含めて広い視野を持ってやって

ほしい、こういったことを先般の外部評価委員会で評価を受けておるところでございます。 
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 それから、２１９ページは情報化・電子化の推進ということでございますけれども、新

しい取り組みといたしましては、２２０ページでございますが、今もテレビ会議システム

はつくばと寒地土木研究所のほうでやっておりますけれども、ＡＤＢ、あるいはそのほか

の国際機関等のいろいろな打ち合わせ等が多くなってくるということで、国際的なテレビ

会議システムというものを新たに導入して効率化を図っているところでございます。 

 それから、２２３ページはアウトソーシングでございますけれども、これは例年どおり、

定型的な業務、単純作業についてはアウトソーシングをさせていただいております。 

 具体的には、２２４ページにありますけれども、何か供したいとか模型をつくる業務と

かデータを整理する業務、そういったものをアウトソーシングさせていただいているとこ

ろでございます。 

 それから、２２６ページは一般管理費、業務経費の抑制ということでございますが、こ

こは数値目標がございます。まず、２２６から２２７ページにかけてでございますが、一

般管理費につきましては、２０年度の予算を基準として３％削減するという目標がござい

まして、目標は達成しております。どうして目標を達成したかというのは下に書いてござ

います。 

 それから、業務経費、これは研究そのものに使う経費でございますが、これにつきまし

ては２０年度の予算に比較して２％削減しなさいという目標がございます。これも達成し

ております。 

 それから、２２８ページは随意契約の見直しの関係でございますけれども、真ん中に表

がございます。随意契約というところをごらんいただきますと、２０年度は５.２％が随意

契約でございましたが、２１年度は４.６％ということで減っております。また、これは他

の独法も同じでございますけれども、外部の有識者による「契約監視委員会」というもの

を設置して、随意契約、あるいはそのほかの契約がどういうことだったかという点検、見

直しを行っております。 

 それから、２３０ページ、一般競争の割合が非常に高いわけでございますが、その中で

１者応札、１者応募の問題があるわけですけれども、真ん中のほうにその結果が出ており

ます。一般競争における１者応札の割合は３９.３％ということで、これも２０年度に比べ

ると７.２％減少しております。 

 それから、随意契約の見直し等につきましては、監事による監査を受けておりますけれ

ども、おおむね適正ということで評価を受けているところでございます。 
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 それから、次は施設、設備でございますけれども、２３２ページ以降書いてございます

が、まず、施設の貸し出しでございますが、２３３ページに貸し出しの状況がございます。

前年度に比べて若干増えております。５,８００万円ほどの貸し出し収入を得ております。

また、この貸し出しの仕組みにつきまして、つくば市が主催する、秋葉原で行われたわけ

でございますけれども、そういった促進市などに積極的に私どもも加わることによって、

ＰＲをさせていただいているところでございます。 

 それから、最後でございますけれども、２３７ページでございますが、施設の効率的な

利用へ向けた検討ということで、たくさんの施設があるわけでございますけれども、その

施設を今後どうしていくかということにつきまして、施設の整備方針というものをつくり

ましたけれども、それに沿って、今後の施設整備計画を今、まとめているところでござい

ます。 

 それから、保有資産の見直しということでございますけれども、整理合理化計画の中で、

その廃止に向けての見直しの内容が書かれているところがございます。２つございまして、

まず、北海道にあります別海、湧別の実験場を廃止する方向で検討しなさいということに

つきましては、今、その後の条件整備を含めて検討しているところでございます。また、

朝霧の観測施設について、これは既に施設の利用の集約を行いまして、一部を廃止をした

ところでございます。 

 説明は以上でございます。 

【委員】  それでは、２の項目、最初に（１）組織運営における機動性の向上というと

ころでございます。評価はＳが６、Ａが３ということになっておりますが、いかがでしょ

うか。 

【委員】  つくばと寒地土木の関係なのですが、例えば２００ページの表を見たら、連

携は進めている、積極的に推進したというわりには、例えば重点プロジェクト研究、これ

はもうやむを得ないと思いますし、最終的な年度になってきているので、そんなに新しい

形での連携というのは考えられないのですが、今後もう少し一体化した形でのテーマの持

ち方を少し考えていただきたいなと、北海道に関係する者として思いました。 

【事務局】  今の寒地とつくば、平成１８年に一緒になって、もう大分たったんじゃな

いかということでございますが、５５ページに研究連携の様子を少し数字を入れておりま

す。いわゆる同じテーマを分担してやるということ、あるいは連携してやるテーマをどん

どん増やすという格好で今、進めておりまして、５５ページの棒グラフにありますように、
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まだまだ数としては十分でないかもしれませんけれども、常にそういう視点で考えて、テ

ーマを組み立てているというところでございます。 

【事務局】  もう一つ、２３年度以降、新しい５カ年計画の中では、基本的には、１８

年までは別々であったものですから、テーマも別々に組んでいましたが、２３年以降につ

いては同じテーマで分担するのが基本といたしております。 

【委員】  ぜひそうしていただければと思います。ありがとうございます。 

【委員】  Ｓが６、Ａが３ということで、Ｓという評価でよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 次は（２）研究評価体制の再構築、研究評価の実施及び研究者業績評価システムの構築

というところでございます。これは全員がＡという評価でございます。よろしゅうござい

ますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、Ａということにさせていただきます。 

 次は（３）業務運営全体の効率化というところでございます。Ｓが５、Ａが４というこ

とになっておりますが、いかがでしょうか。Ｓということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  そうさせていただきます。 

 次は（４）施設、設備の効率的利用というところでございます。これはＳが５、Ａが４

ということでございます。いかがでしょうか。Ｓということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そのようにさせていただきます。 

 以上で２の評価が終わりました。 

 次が３でございます。よろしくお願いします。 

【事務局】  それでは、２３８ページ、予算、収支計画及び資金計画から最後の７番の

その他までを一括して説明をさせていただきます。 

 ２４２ページから具体的に予算、収支計画、資金計画のそれぞれの計画と実績について

書いておりますけれども、いろいろ数字が書いてありますが、この計画と実績の差額の大

きな原因は受託収入の計画と実績がかなり違ったということでございます。ほかはほぼ計

画と実績が似ておるわけでございますが、その受託収入の影響が全体に、つまり、予算で
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あり、収支計画であり、資金計画全体に及ぼしているということでございます。そのほか

は大体、計画どおりということでございます。 

 それから、２４６ページ、短期借入金でございますが、短期借入金は行っておりません。 

 それから、２４７ページ、重要な財産の処分でございますけれども、重要な財産の処分

は行っておりません。 

 それから、２４８ページでございますけれども、「研究開発及び研究基盤整備等積立金」、

いわゆる目的積立金でございますけれども、これは今まで積み立てたものを、下に写真が

ありますけれども、これからＩＣＨＡＲＭの活動を充実するということで、ＩＣＨＡＲＭ

棟の改修に利用させていただいております。 

 それから、７番のその他でございますけれども、まず、２５０ページですけれども、実

験施設の更新及び改修でございます。真ん中に表がありますけれども、基本的には古くな

った、あるいは故障している機械を直すということを基本として、２１年度も改修を進め

させていただきました。 

 それから、人事に関する計画でございますけれども、２５４ページでございますけれど

も、下のほうに書いてありますが、研究開発力強化法というのがありますが、その中で、

それぞれの研究所が人事の活用に関する方針を作成しなさいということが書かれておりま

す。それに従いまして、若年研究者、あるいは女性研究者云々書いてありますけれども、

あるいは今いる職員の資質向上に関する基本的な取り組み方針を定めているところでござ

います。 

 ２５５ページ、人件費でございますが、これは数値的な目標がございまして、２０年度

から１％相当を削減するということでございまして、１％削減しております。給与の適正

化につきましては、国家公務員と比較して、ラスパイレス指数が１００を切った数字がそ

こにありますが、１００を切っているということでございます。 

 福利厚生費につきましては、すべて国に準じた予算の組み方をしておりますので、その

ほかのものはありません。 

 それから、２５６ページは内部統制についてでございますが、これは外部有識者による

コンプライアンス講演会などを開催いたしまして、職員のコンプライアンスに関する意識

の高揚を図っているところでございます。 

 最後でございます、２５７ページでございますが、内部統制についての監事監査があり

ますけれども、おおむね適正ということで評価をいただいております。 
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 説明は以上でございます。 

【委員】  それでは、３の予算、収支計画及び資金計画についてでございます。 

【委員】  最後に説明していただいた給与水準のところで、２５５ページのラスパイレ

ス指数というのでいくと、対国家公務員で事務・技術職員が９５.９で、研究職員９１.６

という点、もうちょっと詳しく教えてくれませんか。研究職員のほうが給与は安いのです

か。そういうふうに見るものですか。 

【事務局】  説明させていただきます。 

 ラスパイレス指数は、ご存じのとおり、国を１００とした場合に研究所で幾つかという

数字でございまして、研究職のほうが約９１ということで、事務職に比べて低く表記され

ておりますけれども、これは国の研究機関というのが独立行政法人化、かなりされました

ものですから、土木研究所の隣にあります国総研とか、あと、幾つかの団体しかございま

せんで、ほとんどがつくば地区だとか、首都圏にある国の研究機関がそういうふうになっ

ておりますので、そこと土木研究所の場合、つくばと寒地とほぼ職員が均衡しております

ので、札幌地区の地域手当が３％、つくばの地域手当が１２％ということでございますの

で、国の多くの機関がつくばに集中しておりますので、１２％の地域手当の差という形で、

表記上は低くなっております。 

【委員】  表記上は低くて、実質上、そんなに変わらないと思っていいのですか。 

【事務局】  先ほど言いましたように、国交省と人事交流等も行っておりますので、そ

のときに自動的に調整されるシステムになっていますから、全く同じというふうに思って

いただいて結構だと思います。 

【委員】  全く同じということで、わかりました。 

 もう一つ、事務・技術系職員と研究職員の数字の違いというのは、これはどういうふう

に見るのですか。数字を比較しても仕方ないんですね。 

【事務局】  はい。 

【委員】  なるほど、わかりました。これだけ見ると、研究者のほうが低いと見えるか

ら、おかしいと思って。 

【事務局】  年齢構成とか、いろいろあると思います。 

【委員】  一時アメリカでは、研究者に対して非常に給料を安くしてしまって優秀な人

が全然行かなくなったということがありました。そういうことを心配したもので、ほんと

うにそんなのでいいのかなと思って心配して。 
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【委員】  ちょっともとに戻りまして、予算、収支計画及び資金計画というところでご

ざいます。評価はＳが１つ、Ａが８ということになっております。Ａということでよろし

ゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 ４の短期借入金の限度額というのは、これは関係ないと。 

 それから、５の重要な財産の処分等に関する計画、これも該当なしと。 

 それから、６の剰余金の使途ですが、これはＩＣＨＡＲＭ棟の改修に使用したというこ

とでございますが、Ｓが５、Ａが３ということになっておりますが、いかがでしょうか。 

【事務局】  そもそも目的積立金を積み立てられた独法というのはほとんどありません。

すみません、そもそも、このお金を持っている独法がほとんどなくて、幾つかしかない。 

【委員】  それがあったということが目覚ましいということですね。ＩＣＨＡＲＭに使

ったら、目覚ましいかどうかということになると疑問なしとはしませんね。 

【事務局】  学生をより多く受け入れるために、アジア諸国から、修士課程だとかとい

うのが、やっぱり今、制限がありまして、ＩＣＨＡＲＭ棟の執務スペースを新しくつくる

ことによって、より多くの海外の修士課程の学生、あるいはドクターコースも含めて用意

するためにつくったものです。 

【委員】  Ｓが５、Ａが３ということになっております。Ｓでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  今のような剰余金が出たということも少し評価のまとめに入れさせていただ

きたいと思いますが。 

 ７、その他主務省令で定める業務運営に関する事項、（１）施設及び設備に関する計画と

いうことでございますが、Ｓが１、Ａが８という評価でございました。Ａということでよ

ろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 （２）人事に関する計画というところでございます。Ｓが６、Ａが３という評価でござ

います。Ｓということでよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 
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 以上で２３項目すべてについての評価が終了しました。評価の結果は、どうなりますか

ね。ＳＳが１、Ｓが１４、Ａが８、Ｂがゼロ、Ｃがゼロという結果になっております。し

たがいまして、総合的評価ということになると、最頻値ということで、Ｓということにな

るということかと思います。よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  次に、総合的な視点からの法人業務の実績、業務の改善に向けた課題、改善

点、業務運営に対する意見などがあればお願いしたいと思います。業務の実績がＳという

ことで、非常によくやっているという評価になったわけでございまして、それなりの説明

が必要だということでございます。皆様からいただいた意見がそれぞれ書いてございます

けれども、どうぞ。 

【委員】  僕は全体的にやや甘目につけたなと自分では思っているんですけれども、お

そらくこれからまた新しい中期計画をつくるとすると、世の中、もっと厳しくなってくる

という実感があるわけですね。事業仕分けがいいかどうかは別として、事業仕分けという

のは、もっと厳しくなってくる可能性もあるということもありますし、それから税収その

他を考えると、決して財政状況もよくならないということも考えられるわけですね。そう

いう中で、やっぱり土木研というものの社会的存在というんですかね、そういったような

ものの価値というものが国民、あるいは社会、あるいは関係者の間で高まってこないと、

やっぱり全体に減らされていくという流れの中にあるんじゃないかなというふうに思うん

ですね。そういう状況を踏まえながら、特に今、政権交代があったわけでして、政権交代

で新しい動きがどんどん出てきているということを考えると、僕は相当厳しい状況がこれ

から、土木研だけじゃなくて、ありとあらゆるところに出てくるんじゃないかなというふ

うに思います。 

 そういう中にあって、一方で時代的状況がものすごく今、変わりつつあって、例えば土

木に関することでも、今まで考えられなかったような、さっき大雨の話が出ましたけれど

も、ああいうことが、あれは今年の一時的な話なのか、もうちょっと中長期的に続く話な

のか、そこら辺の分析をよく見ておかないと、中長期的計画をつくるときにも非常に重要

だと思うし、それから、今まで映画で見ていたような竜巻の話が、最近すごくあちこちで

散見されるわけですよね。僕がアメリカにいたときだと、竜巻なんか、結構しょっちゅう

来ていて、竜巻がある地帯は、全部、地下室をつくりなさいとか、そういうようなことも

言われていたわけですけれども、ああいうことも、もっと頻繁に起こるというようなこと
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になると、やっぱりそれの対応策をどうするかというようなことも必要だと思いますし、

それから、最近は新興国の災害も非常に増えているわけですね。そうなってくると、やっ

ぱり日本の考えている技術とか国際的なスタンダードというものをそういったところに適

応するような努力をもっと続けていかないと、ただ、日本は向こうに行って、手伝いをし

ているという存在にしか映らない、やはり日本のスタンダードというか、日本の技術標準

というものが非常に大きな役割を果たしたというようなことを見せるということも、僕は

非常に必要なのかなというふうに思うんですね。 

 それから、同時に、さっき言ったように、おそらくこれから財政状況が悪くなるとする

と、やっぱり外部資金をどう取るかということも非常に重要で、それも国内で取るという

のは非常に難しいと僕は思うんですね、今の社会状況から考えて。そうなると、やはり国

際的なところからどう取ってくるかということで、今、自治体なんかも企業と組んだり、

あるいは商社とか金融が主導権を握りながら、いろいろな技術を持ったところとかエリア

を持ったところを集めて、コンソーシアムも組んでやっているという例がもう１０も２０

も出てきているわけですね。その中に自治体も入ってきているわけですよね。そういうこ

とを考えると、僕はそういうところに積極的に加わっていくような仕組みというか、ネッ

トワークというか、そういうものをもっと持ったほうがいいんではないのかなというふう

に思います。 

 それと、もう一つは、やっぱり社会貢献で目立っているという状況を知らせるために、

メディアにもっと出るということだと思いますね。今度の土砂災害とかいろいろなことが

あったときに、土木研の人がやっているという話も幾つか見ましたけれども、そういうと

ころで、もうちょっとわかりやすく存在感がアピールできるようなことをやったらどうか

なと。ＪＡＸＡなんかは、「はやぶさ」一つで、もう世の中がらっと変わって、社会にも感

動を与えられて、１位じゃなきゃいけないんですかと言われた話が一発でひっくり返ると

いうような、ある種のシンボル的な意味合いを持ってきたようなこともあるわけですね。

そういう意味で、そこら辺をもう少し考えていただきたいなと。研究独法というのは、社

会の目に触れるチャンスというのはなかなか少ないんじゃないかと思うんですよね。そう

いう意味で、やはり研究独法というものがもうちょっと社会の目に触れる方法というのを、

単に件数の問題だけじゃなくて、新聞にこれだけ載ったとか、何とかに取り上げられたと

いう件数だけじゃなくて、やはりもうちょっと意味のあるというか、シンボリックなこと

でも少し考えたらどうかなという感じがします。 
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 それから、評価のところもありましたけれども、評価も今、どういうふうになさってい

るのか、僕、よくわかりませんけれども、最近の民間とかいろいろなところは、評価とい

うのは、上が下をするだけじゃなくて、同僚がやったり、下が上を評価したりとか、いろ

いろな評価の仕方というのがどんどん出てきているわけですね。やっぱりそういうことを

取り入れていくということも、いいか悪いかは別として、やはり社会にはなじむと、自分

の会社はみんなそうやっているんだけれども、やっぱり上からしかやらないのかというよ

うなことというのが、やっぱり入ってくる人たちとか、いろいろなことにも影響してくる

んじゃないかなというふうに思いますね。すべて社会のことを見習えと言うつもりは全然

ありませんけれども、やっぱり国民というのは、社会、あるいは自分たちが属している会

社の慣習だとか、そういったようなところから、あるいは変わっていく会社の変化という

ようなところから、そういう研究機関なんかも見るように、僕は今、だんだん、世の中、

変わってきていると思うんですね。そういうこともぜひ注意してほしいなという感じがし

ましたね。特に中期計画を立てる上では、そういう点が大事かなというふうに思いました。 

 それから、ちょっと言い忘れましたけれども、原子力というのは、これからものすごく

増えるというふうに言われているわけですね。そして、おそらく原子力については、日本

も成長産業だというふうに見て、原子力の輸出ということを相当やっていくと思うんです

けれども、やはり原子力というのは、不安とか、そういうのも非常にあって、柏崎だって、

地下地盤が安全かどうかとか、そういうようなことがいろいろあるわけですけれども、僕

はそういう点では、日本の技術というか、日本のそういう調査というものは相当徹底して

いるというふうに思うんですけれども、そういうようなことにも、もっと特色を出してい

くということも大事なのかなと。原子力輸出なんかを考えるときに、やっぱりそういう知

見を求められるような存在になったほうがいいんではないかなというふうに思いました。 

【委員】  短くやります。しり馬に乗って、一言だけ。 

 先ほど６００ミリも雨が降ったら、どんなものでも耐えられないということがありまし

たけれども、それじゃあ、どうしたらいいかということになりますね。これは新たな空襲

だと言って、あきらめているわけにはいかないと思います。ですから、ハード的な工学だ

けではなくて、ソフト的な工学についても徐々に研究を進めていってほしいと思います。

もう少し言えば、社会科学的な手法も視野に入れ連携してほしいと思います。 

 以上です。 

【委員】  私も全く同じ考えで、それから、土木研究所の研究が、非常に地道なことか
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ら実用的なことまでやっておられるというのは、今日も聞きましたし、日ごろから論文を

読んでいまして、それはそれで私は評価している人間なのですが、先ほどから私、中国、

中国とよく言いますが、この５月に２回ぐらい中国に呼ばれて行ってきました。 

 一つはＪＩＣＡの仕事で、中国の水利部の、要するに日本で言うと、国交省河川局のよ

うなところで講演してきたのですが、そのときに中国側が日本に何を期待しているかとい

うと、中国にちょっとした堰以上のダムが約８万あるそうです。約８万あるダムのうちの

約半分が毛沢東時代の人海戦術で、モッコでつくったようなダムが多くて、中に何が入っ

ているかわからないと。現在の設計基準から言うと、持つか持たないのかわからないとい

うのがあって、これを内部を照査、調査して、補強する方法のマニュアルを、ＪＩＣＡの、

国の金の援助でそういうマニュアルをつくってほしいという話がありました。そのときに、

これはまさに土研の仕事だなと、土木研究所の仕事だなと。今後、きっとそういう大きな

話が、８万もあれば大変な話で、大いにやって頂きたい。ただ、土木研究所の定款がそう

いうことを積極的にやれというふうになっているのかどうか、私、よくわかっていなくて、

半分、ビジネスですからね、そういうことをやれというふうになっているのかなっていな

いのか、その前にやったほうがいいのか悪いのかという議論をもう少ししっかりやらなく

てはいけないと思っております。 

 もう一つは、中国の省レベルの政府から呼ばれたのですが、２０万人の低炭素化社会を

ゼロからつくるから、日本の技術を入れた設計をしてくれと言うのです。こんなプロジェ

クトが今現在、中国で約２０都市ぐらいあるのです。１０万、２０万人の都市をゼロから

インフラ整備してくれと。キーワードは低炭素化社会の実現というふうになっているので

すよ。皆さんご存じのように、建築屋さんというのは腕１本で世界中でいろいろな仕事を

してきますが、土木というのは、どうしても組織として動くために、そんなビジネスベー

スの話になかなか乗れない。ところが、２０万人の都市を１個つくるなんていったら、全

土木を総投入する仕事で、こういうものにかかわらないと、ほんとうの技術が身につかな

い。今後、そういう動きをどう土木研究所として迎えていくかというのをぜひ検討してほ

しいなと思っております。そうしないと、韓国がありがとうと言ってもらっていくだけの

話なので、ぜひそこをお願いしたいなと思っています。 

【委員】  今日のいろいろなお話を聞いて、やはり土研のやっていることは日本でも、

もちろん、国際的にも評価が高い分野かなと思っています。評価は少し厳しかったかもし

れませんけど、またそれは事前にいただいたもので、私もちょっと修正させていただいた
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のですが、私の言いたいことは、１８年度から１つになって進んだということで、先ほど、

受託研究のお話もありましたが、どちらかというと、研究事業は与えられた部分が結構多

かったのかなという感じがします。これから次の中期目標、中期計画を考えますと、皆さ

んがお話しされているような目的意識というか、そういうものが非常に重要になってくる

のかなというふうに思います。ですから、こちらで積極的に仕掛けていくというやり方と

いうのがますます重要ではないかと思います。そういう意味では、先ほどからずっと頭の

中には戦略的という言葉がありますが、そのようなことが、私はこれから大事にしていか

なければいけないのかなと考えております。ということで、先ほど○○委員のほうからま

たハード、ソフト含めて、○○委員からもありましたけれども、私は箱庭という考え方、

すなわちある空間の中で土木技術が総合的にどう生かされてくるかということが重要であ

ると思います。日頃、学生にも言っていますけど、この箱庭の中に我々がどういう技術を

入れていくかという、そういうふうなやり方がこれから必要になってくるのかなと思って

おります。そういう意味では、戦略的にどうやってこれからそれらの考え方を動かしてい

くのかというところが国内でも国際的にも非常に大きなポイントだと思います。 

 例えば舗装について今日もちょっとお話あったのですが、舗装は今、例えば震災等の二

次災害の問題にも非常に関連がありますし、また積雪寒冷地ですと、舗装の強度を強めて

ロードヒーティングを長持ちさせたら維持管理的にもよくなるという技術も非常に必要で

す。これは３０年以上にわたり札幌市民の一番のニーズが除排雪の問題で、雪をどう処理

すべきかという考え方にあります。ぜひそういうふうな形で、舗装の技術を寒地土木とつ

くばで一緒になって、解決していくようなやり方を考えてほしい。また、舗装というのは、

大学は残念ながら、研究室を持っているところは、最近、特に少なくなってきております。

やっぱり途上国などでは、私は交通計画をやっているのですが、交通の計画というのはあ

まり需要がないのです。逆に舗装をやれる人が欲しいというふうなことをよく言われます。

そういう意味で、やはり途上国に合う形の技術というのをもっともっと提供していかなけ

ればいけないと思います。そういう意味では、中間技術も含めて、もう一度、そういう形

で整理しながら、戦略を練っていくというやり方が大事になってくるのかなというふうに

思っています。また、そういうことで、新しい技術の開発、あるいは研究を進めていって

いただければなと思います。 

 以上です。 

【委員】  次期中期目標、計画にかかわるようなご意見がたくさん出ておりますが、具
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体的に次期計画にどこまで入れるかというのは、その達成度というのが評価にかかわって

くるというような問題もありますので、なかなか難しい面もあろうかと思いますが、次期

計画を考える機会というのが近くあるように伺っておりますから、そういうところでもま

た議論させていただいたらというように思います。 

 今のようなご意見をもとに、事務局でこれを整理させていただいて、後日、委員の皆様

方にご確認させていただきたいというように思っています。 

 総合評定について、先ほど先走って言いましたが、評価の点数からいくと、Ｓが１４で

最頻値になっているからＳになると、こういうことを申しました。さきにいただいている

意見にプラスして補足意見をいろいろ伺いましたが、なおかつ、今のようなＳという評価

でよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  それでは、そういうことにさせていただきたいと思います。 

【事務局】  今、ご意見いただいた中期計画の関係でございますけれども、新しい課題

の取り組みを、こういうことをもっと考えたらどうかとか、あるいはもう少しこの辺を頑

張ってやれという激励のお言葉とかいろいろいただきまして、ありがとうございました。

それで、中期計画をつくる上で土木研究所自身がもちろん考えていくべきものがございま

すけれども、つくるプロセスでは、中期目標を国交大臣が示してということもありますの

で、私ども事務局でございますけれども、国交省としても政策としてどういう取り組みを

していくのか、この５年間を目指していくのか、その中で国土交通省組織みずからがやる

部分もあると思いますし、また、土木研究所にそれを依頼をしてやっていただくという部

分もあると思いますし、連携していくということが当然求められているわけでございます

ので、今日いただいたご意見は土木研とも一緒に相談をしながら、次の中期目標、中期計

画をつくる際に考えていきたいと思います。また、もう少し具体化したものをお示しでき

る時点で、またご意見をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【委員】  次に、資料５の別紙であります総務省政独委の「平成２０年度における国土

交通省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意見について」等

への対応の実績及びその評価について、別紙の評価表に基づいて評価を行ってまいりたい

と思います。 

 これにつきましても、先ほど同様に分科会終了後の回収を前提としまして、委員の皆様

方からお送りいただいた事前評価を取りまとめた資料をお配りして、ごらんいただきなが
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ら、評価を進めていきたいと思いますが、よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そのようにさせていただきます。 

（資料配付） 

【事務局】  この別紙でございますけれども、ただいまご議論いただきました内容を今

後、総務省の政独委、政府政策評価独立行政法人評価委員会が行う二次評価で活用するた

めに、これまで政独委をはじめ、各種会議で指摘された事項ごとに表形式で整理し直した

ものでございます。このうち、各委員のほうに事前評価に関するご説明のときには調整中

とさせていただいていた欄がございました。本日お配りした資料の黄色く色がつけてある

ところが以前、調整中ということで中身を書いておりませんでしたが、本日、この黄色の

部分について文章を入れてまいりましたので、その箇所についてのみ、簡単にご説明させ

ていただきたいと思います。 

【事務局】  それでは、ご説明させていただきます。黄色く塗ってあるところ、全部で

５カ所ございます。 

 まず、１カ所目でございますが、お手元の資料の別紙１ですけれども、政府方針等の②

ということです。まず、民間にできないものに限定してやっているかということでござい

ますが、事前評価において土研が実施する主張性についてきちんと評価して、その結果も

ホームページで公表しております。それと、技術基準等へ反映させる研究に引き続き重点

化を行いたいというような回答でございます。 

 それから、同じく③で、重複の排除、あるいは効率的な連携が図られているかというこ

とでございますが、それにつきましては、土木研究所としては重複はないというふうに考

えておりますけれども、よりほかの研究機関等との適切な役割分担のもとで、より効率的

な連携を図っていきたい、あるいは今、既にそのようにやっているということでございま

す。いずれにしても、今後の独法全体の見直しと合わせて対応する部分もあろうかと考え

ております。 

 それから、３点目は財務状況でございますが、自己収入の拡大に向けた取り組みという

ところがございます。これにつきましては、先ほど来、説明しておりますように、今まで

で最大の獲得実績額を上げている、あるいは海外からの資金も得ているといったことでご

ざいます。 

 それから、４点目は別紙の３のところに黄色く塗ってありますけれども、これは保有資
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産全般の見直しの中で、資産の中で処分等があるもの、その検討についてでございますが、

これも先ほどお話しいたしましたけれども、朝霧の観測施設につきましては一部を廃止し

ております。今後は国への納付等を行う予定であるというふうに書かせていただいており

ます。 

 それから、最後の５点目でございますけれども、これは別紙の１１というところでござ

いますけれども、内部統制の中で法人の内部審査、自己評価が対外的に透明性が確保され

ているかということでございますが、これにつきましては、研究評価結果をホームページ

で公表しておりますし、重点プロジェクトについては、外部の有識者による評価を受けて

いる。また、財務状況につきましては、監事、会計監査人の監査のほかに契約監視委員会

のチェックも受けていると。その結果も公表していると、こういうふうに書かせていただ

いております。 

 以上でございます。 

【委員】  ただいま事務局から説明がありましたように、事前評価でいただいた意見に

ついて、まとめて整理するという格好で、表の右側の評価というところに書かれておりま

す。この部分について、何かご意見ございますでしょうか。 

 それから、さきの事前評価の段階では調整中とされておったところ、ただいま黄色で塗

ったところのご説明がありましたが、これもあわせて何かご意見がありましたら、お伺い

したいと思いますが。 

 今の説明ですぐに意見を出すというのは、かなり難しいかとも思います。もし追加のご

意見等がございましたら、今週中に出していただいて、事務局で整理した上で、後日、委

員の皆様にご確認していただきたいと思いますが、それでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  それでは、そのようにさせていただきます。その意見を取りまとめて、全体

として委員の皆様方にご確認いただくということにします。 

 その後の取りまとめの扱いについては、分科会長に一任していただきたいと思いますが、

よろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  では、そうさせていただきます。 

 次は、議事の２つ目でございまして、平成２１年度財務諸表についての意見聴取につい

て、事務局より説明をお願いします。 
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【事務局】  よろしくお願いします。 

 財務諸表の関係で、資料の７－１、７－２、７－３の関係で、２１年度の決算について、

資料の７－１、概要版というものがございますが、それをお願いいたしたいと思います。 

 ２１年度の財務諸表の大きな特徴としましては２つありまして、朝霧の環境材料観測施

設の減損に伴いまして、その減損額が貸借対照表における資産の固定資産及び純資産の資

本剰余金に計上されていることが一つと、もう一つ、登記総利益については受託収入で購

入した機材を企業会計で処理したということから、昨年より増加しているということの２

点が挙げられます。 

 それでは、資料７－１の１ページをごらんいただきたいと思いますけれども、財務諸表

の主な数値を載せております。 

 まず、一番上が貸借対照表でございますが、資産は３６７億６,９００万円でございます。

負債は右の欄で４９億６,１００万円、総資産は３１８億８００万円となっております。 

 中段の表は損益計算書でございますが、経常費用が９４億８,６００万円で、経常収益が

９５億１,１００万円でございまして、当期総利益が２,６００万円でございます。この２,

６００万円につきましては、下段の利益の処分にありますように、積立金として処分する

ということで考えてございます。 

 なお、それぞれの具体的内容については、２ページ目をごらんいただきたいと思います。

資産の状況でございますが、２１年度の資産は３６７億６,９００万円でございます。減価

償却等により、平成２０年度に比べまして５億５,９００万円の減少でございます。このう

ち、流動資産といたしまして１億８,８００万円の減少、固定資産としまして３億７,１０

０万円の減額でございます。固定資産につきましては、下にグラフがございますが、減額

分につきましては、減価償却額が１３億７,０００万円に対しまして、当期の増加として９

億９,８００万円があります。ポイントのところで記載をさせていただいておりますように、

年度計画に定めた「施設及び設備に関する計画」に基づき、着実に実施しているというと

ころでございます。 

 施設等の固定資産の当期増加分については、３ページに記載してございます。合計、９

件で５億１,５００万円でございます。 

 次に、４ページ、負債の状況でございますが、流動負債や未払金により、昨年度と比較

しますと、１億６,５００万円減少しております。運営費交付金債務につきましては、ポイ

ントでも記載しておりますが、翌事業年度で収益化する予定にしてございます。 
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 続きまして、５ページでございますが、純資産の状況でございます。２１年度は３１８

億８００万円で、５億３００万円の減少となっております。資本金は政府出資によるもの

でございますので、増減はございません。資本剰余金のうち損益外減損損失累計額、減額

分については、朝霧の環境材料観測施設の減損額が計上されて、去年から５,６００万円の

減額というふうになってございます。 

 次に、６ページでございますが、経常費用と経常収益の関係でございますが、上段の経

常費用は９４億８,６００万円で、昨年度より２億５,１００万円の減少となっております。 

 下段の経常収益でございますが、９５億１,１００万円でございます。また、事業収益と

しましては、特許使用料収入であります知的所有権収入が１,６００万円と減少しておりま

す。これは、これまで収入の大半を占めておりましたＴＯＦＴＯ工法というものが特許が

終了したということによるものでございます。技術指導等収入は１,２００万円と、昨年と

同水準でございます。自己収入のもう一つの施設の財産賃貸収入につきましては、昨年度

より８００万円の増加、１.１８倍でございます。三次元大型振動台の貸し付けによる収入

が大半ということでございます。 

 収益から費用を差し引きました総利益でございますが、これは７ページになりますが、

２１年度は２,６００万円でございます。２０年度と比較しまして、２,０００万円の増と

いうふうになってございます。これにつきましては、下段にありますように、積立金とし

て処分することとしております。なお、登記総利益が増加した要因は、冒頭に説明したよ

うに、受託収入で購入した機材について、企業会計での処理ということで、それが起因し

ているということになってございます。 

 最終ページでございますが、８ページをお開きいただきまして、行政サービス実施コス

トの状況でございますが、行政サービス実施コストとは、独立行政法人の業務運営に関し

て、国民の負担に帰せられるコストでございます。２１年度は３,５００万円の減というふ

うになってございます。 

 以上で２１年度の決算の概要に関するご説明は終わらせていただきますが、最後に資料

７－３で財務諸表に関する監事及び会計監査人の意見等をごらんいただければと思います。

２１年度の決算に関しまして、当所の監事及び監査法人トーマツによる監査を受けまして、

適正である旨の報告を受けているということを申し添えたいと思います。 

 以上でございます。 

【委員】  それでは、この件に関しまして、ご質問、ご意見があればお伺いしたいと思
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いますが。 

【委員】  内容に関しては間違いないと思って見ていたんですけれども、ちょっと形式

がこれではおかしいなという感じがいたします。実は私、会計が専門なものですから。 

 まず、１ページですね、黄色い枠で書いてある概要のほうの１ページの２段目の損益計

算書ですが、これは平成２１年につきましても、平成２０年につきましても、いわゆる右

側の収益合計と、それから左側の費用と利益を足した合計が一致していないんですね。こ

れは、やはりおかしいのです。７ページにございますように、収益が多いものですから、

収益から費用を引いたら利益が出ます。費用と利益を足すと収益の合計になるということ

なんですね。ですから、損益計算書の場合は、必ず経常収益が９,５１１となれば、経常費

用と当期総利益を加えて、借方合計のところは９,５１１、それから平成２０年の借方合計

も経常費用と総利益を足して９,７４４と表記しないとおかしいと思うんですけど、これは

何か理由がございますでしょうか。 

【事務局】  ご指摘のとおり、費用と収益の差で同じになるということで、当期総利益

というのが２,６００万、その差で設けられているというふうに私も理解しております。 

【委員】  利益の計算は結構なんですけれども、結局、損益計算書の簿記上の表記です

と、借方合計イコール貸方合計ですね。 

【事務局】  申しわけございません、ちょっとこの表が間違っているみたいで。 

【委員】  やっぱり借方で費用と利益を合計すべきですね。 

【事務局】  合計で、先ほども言ったように、当期総利益を足せば９,５１１になると。

申しわけございません。 

【委員】  ですから、両年度とも借方合計の数字を直すということで。 

【事務局】  そういうことでございます。申しわけございません。ちょっと訂正させて

いただきたいと思います。すみません。 

【委員】  単に借方イコール貸方という計算なものですから、ちょっと奇異に感じたも

のですから。 

【委員】  それでは、今のご訂正をしていただくということで、これについては意見な

しということにさせていただきたいと思いますが、よろしいですか。 

（「異議なし」の声あり） 

【委員】  それでは、そのようにさせていただきます。 

 次に、議事の３つ目です、役員退職手当支給に係る業績勘案率の決定について、事務局
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より説明をお願いします。 

【事務局】  まず、資料８をごらんいただきたいと思います。当初の監事でありました

相場洋一氏が平成２１年７月１５日に退職されましたので、同氏に対します退職手当の業

績勘案率についてご審議をお願いいたしたいというふうに考えてございます。 

 業績勘案率につきまして若干説明させていただきますけれども、役員が退職した場合の

退職手当算出方法といたしましては、本給月額に１００分の１２.５と、在職月数を掛けた

ものに業績勘案率を掛けるという、そういう規程になってございます。この業績勘案率を

決めるに当たりましては、国土交通省独立行政法人評価委員会で取り扱い方針が定められ

ておりまして、当該退職役員の業績勘案率及びその算定の考え方について、この分科会で

審査を行い、決定していただくという仕組みになってございます。 

 その取り扱い方針を参考資料６という資料でつけてございます。申しわけございません

が、参考資料６をごらんいただければと思います。 

 １枚紙で書いてございますが、参考資料６の１番に基本的考え方でございまして、業績

勘案率は１.０を基本として評価委員会が決定するということになっています。 

 次のページの裏面を見ていただきまして、裏面の３番には業績勘案率の決定方法という

のがございまして、（１）の法人の業績、（２）の退職役員の個人的な業績、それぞれの評

価をすることとなっております。法人の業績につきましては、法人の業績に係る業績勘案

率をゼロから２.０の間で算出するということになっておりまして、特に１.０を超える業

績勘案率を算出する場合には、退職役員の在職期間に係る法人の実績が当該法人の過去の

通常の業績と明確に差があること及びその差を客観的、具体的かつ明確に説明できなけれ

ばならないということになってございます。また、退職役員の個人的な業績につきまして

も、個人の実績に応じて、０.２の増減の幅を目安として算出することとなっておりまして、

この増減を行う場合は、過去の役員の通常の業績と差があったことを客観的、具体的根拠

で説明をしなければならないということになってございます。 

 以上、（１）、（２）を踏まえまして、総合的な決定をすることということになってござい

ます。 

 なお、業績勘案率を１.０とすることにつきましては、その後ろの参考資料７にもござい

ますが、平成２１年３月に改めて周知をされているというところでございます。 

 それでは、資料８に戻っていただきまして、１ページ目の１番の業績勘案率の決定につ

いてにつきましては、先ほどご説明いたしました取り扱い方針に基づく決定に当たって、
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基本的考え方になっております。 

 ２の退職役員の業績勘案率について、（１）の法人の実績に係る業績勘案率でございます。

監事の在職期間における年度業務実績評価につきましては、平成１９年度及び２０年度は

「極めて順調」という評価をいただいているところでございますが、年度計画に基づき、

効率化を図りつつ業務の質の向上を推し進めるということでございますので、１.０が妥当

であるというように考えてございます。 

 ２の（２）の個人の実績でございますが、一定の業績は認められるというところであり

ますが、今回の評価の対象となる期間において、加算するまでには至らないのではないか

というふうに判断しているところでございます。 

 以上、２点をもちまして、（３）総合的な決定（案）といたしまして、法人の業績に基づ

き算定した業績勘案率を１.０に、個人的な業績を加味し、業績勘案率を１.０としたいと

いうふうな案でございます。 

 以上でございます。 

【委員】  それでは、ご質問、ご意見等ありましたら、お願いします。ありませんか。 

（「なし」の声あり） 

【委員】  それでは、これについて、意見なしとさせていただきます。 

 次に、議事の４つ目でございますが、独立行政法人土木研究所役員給与規程及び役員退

職手当支給規程の一部改正について、事務局より説明をお願いします。 

【事務局】  続きまして、資料９をごらんいただきたいと思います。役員給与規程及び

役員退職手当支給規程の一部改正についてご説明させていただきます。 

 初めに、役員給与規程の一部改正でございます。昨年度、人事院勧告に基づきまして、

国家公務員に適用される給与法が改正されたと。これを受けまして、国家公務員の給与水

準を考慮した諸手当の見直しを行い、役員給与規程について所要の改正を行ったというと

ころでございます。 

 改正内容について説明させていただきます。 

 １につきましては、国家公務員における平成２１年６月の期末勤勉手当等に係る特例措

置、これを踏まえまして、国に準じた改正を行ったということでございます。 

 （１）９条（特別手当）関係でございますが、役員の特別手当は国家公務員における指

定職職員の期末特別手当に相当するものでございまして、期末手当と勤勉手当に改編する

という給与法の一部改正に準拠したということで、特別手当を「期末手当」と「業績手当」
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に改編したものでございます。期末手当につきましては、支給期ごとに一律に支給するも

のといたしておりまして、業績手当につきましては、評価委員会の業績評価結果に応じて

支給率を決定するとして支給するというものとしております。支給割合は評価結果区分に

応じまして、（１）の②のとおりでございます。 

 （２）でございますが、２１年６月期の期末手当・業績手当に対する特例措置でござい

ます。国家公務員の一部凍結措置に準じまして、（１）において改編しました支給割合から

国と同様に一部凍結という措置を講じたものでございます。 

 続きまして、２ページをごらんいただきたいと思います。２の改正項目でございます。 

 （１）第３条（本給）及び第１０条（非常勤役員手当）関係でございますが、国家公務

員の指定職俸給表の改正に準拠いたしまして、常勤役員の本給及び非常勤役員手当の引き

下げ改定を行ったものでございます。 

 （２）第９条（期末手当）関係でございますが、給与法改正に準拠いたしまして、引き

下げ改定を行ったものでございます。 

 （３）附則（平成２１年１２月に支給する期末手当に関する特例措置）の関係につきま

しては、国家公務員の期末手当における調整措置、これに準じまして、国と同様の調整措

置を講じているものでございます。 

 続いて、３の改正項目の（１）第４条（役員特別調整手当）関係でございますが、平成

２２年度よりつくば市の地域手当が１２％に引き上げられたということに伴いまして改正

を行ったものでございます。 

 （２）第９条（期末手当）関係及び（３）第９条の２（業績手当）関係でございますが、

給与法の改正に準拠いたしまして、改正を行ったということでございます。 

 給与規程につきましては以上でございます。 

 続きまして、３ページ、今度は役員退職手当支給規程の一部改正についてでございます。

国家公務員への退職手当法が改正されたことを受けまして、役員退職手当の支給規程につ

いて所要の改正を行ったというところでございます。国家公務員退職手当法等の改正の内

容は、退職手当支払い後に在職期間中に懲戒免職処分を受けるべき行為があったと認めら

れた場合は、退職した者に退職手当の返納を命じることができる等の制度を設けたという

ことでございまして、この改正を踏まえまして、国家公務員に準拠しまして、役員退職手

当支給規程の一部改正を行ったということでございます。 

 以上でございます。 
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【委員】  それでは、ご質問、ご意見ありましたら、よろしくお願いします。特にござ

いませんか。 

（「なし」の声あり） 

【委員】  それでは、これについて意見なしといたします。 

 以上で本日の議事は終了いたしました。 

 その他について、事務局からお願いします。 

【事務局】  恐れ入りますが、資料１０、最後に１枚紙がございます。資料１０をお手

元のほうにご用意お願いいたします。 

 この資料１０でございますけれども、中期目標期間の終了に伴う独法の見直しというこ

とでございます。先ほどから何回も出てきておりますが、土木研究所の中期目標期間が今

年度までとなっております。資料の一番上の１の①のところに書いてございますが、独法

の通則法の中で、中期目標期間の終了時に、法人の組織・業務の全般にわたる見直しを行

うということが定められております。②でございますが、この検討する際に、この分科会

の親委員会であります独立行政法人評価委員会の意見を聴くということが定められており

まして、その時期について③に書いてございます。この組織・業務全般の見直しの当初案

を作成して、それを開始年度に係る予算を前年度の８月末、要は来年度の概算要求をこの

８月に行いますので、それまでに見直しの当初案を作成するということが定められている

ということを書いたものでございます。 

 それで、２のスケジュールでございますけれども、８月２３日にこの親委員会でありま

す国交省の独法評価委員会が開かれまして、そこで各独法の見直しについての意見聴取を

するということになっております。要は、一番上の１番の②というものがこの８月２３日

ということでございます。分科会がその役割を担っているものではないので、議事には入

れてないわけですが、２３日に出していく予定の方針につきまして、今日、簡単ではござ

いますが、ご説明させていただこうという趣旨でございます。スケジュール的には、年内

に見直し案を取りまとめまして、３月末までの年度内に新しい中期目標、中期計画を策定

していくということでございます。 

 裏面のほうにいきまして、８月２３日に親委員会に出していく見直しの方向性につきま

して簡単にまとめてございます。大きく（１）、（２）、（３）と３本柱がございまして、こ

れに応じて内容を簡単にご説明しますと、（１）事務及び事業の見直しということでござい

ます。あらかじめお断りさせていただきますが、今回、この土研についての研究の柱、研
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究のテーマをどうしていくかというものを今、示すものではございません。これは中期目

標、中期計画でやるものでございます。今は事務事業の見直しをどういう方針で考えてい

くかということでございます。１つ目のポツでございますが、研究開発課題につきまして

は、もともと取り組んでおったわけですが、技術基準の策定等に反映させる研究へより重

点化していこうということでございます。それから、２つ目のポツでございますが、先ほ

ど委員の先生方からもご意見いただいたことだと思いますが、「安全・安心」等に関するこ

ういった技術をいろいろ国際展開するための研究、こういった活動というものをより強化

していこうということを考えてまいりたいと思います。 

 それから、（２）組織の見直しということに関しましては、１つ目のポツでございますが、

これまでもいろいろな他機関との連携というのをやっておったわけですが、研究テーマの

特性に応じまして、さらにこういった連携を適切な役割分担のもとでしっかり進めていき

たいということでございます。それから、２つ目のポツでございます、これはいろいろな

研究ニーズとか、こういったものがいろいろ変化していきますので、こういったものに機

動的に対応し得るよう、柔軟な組織運営を行う。例えば、構造物メンテナンスセンター、

こういったものも今計画期間ではこういった対応をしておったわけですが、そういったも

のをしっかりやっていこうということであります。それから、３つ目のポツにつきまして

は、これは事業仕分けで言われていることでありますが、土研は事業仕分けの対象にはな

りませんでしたが、横断的な見直しをしていくという中で、今後、政府全体での見直しと

いうものがうたわれておりますので、そういったものに適切に対応していくということで

あります。 

 それから、最後の（３）運営の効率化及び自律化の見直しでございます。これにつきま

しては、１つ目のポツでございますが、競争的資金のさらなる積極的な獲得であるとか、

あるいは施設・設備もいろいろな実験施設、たくさん持っております。こういったものを

民間等にもさらに効率的に利用していただけるような形で自己収入の拡大、こういったも

のを図っていこうということであります。２つ目のポツにつきましては、これも先ほどご

意見いただいたところでありますけれども、研究成果をより社会へ還元させる視点での研

究評価、こういったものをより充実させていくべきではないかというふうに考えてござい

ます。 

 現時点で、こういった方針で８月２３日にはご提示していくと。さらに、先ほど申し上

げましたように、次の中期目標、中期計画の具体的な内容につきましては、この土研分科
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会の委員の先生方でご議論いただきたいというふうに思ってございまして、１ページ目の

最後に書きましたが、今年度内、年度末までに新しいものをつくらなければならない。そ

れに当たりまして、この分科会につきましても、まだスケジュール、年末ぐらいからスタ

ートなのか、年明けになるのか、少しまだ詰め切れておりませんが、できれば２回程度、

年度内に開かせていただきまして、この分科会のご意見をお聞きしたいというふうに思っ

てございます。 

 以上でございます。 

【委員】  それでは、ご質問などがあれば、よろしくお願いします。 

【委員】  よろしいですか。せっかく出ているので。 

 ここに資料として独法の関係法令、計画等があって、その通則法を見ると、すべて国民

のというのがついてしまうのですね。国民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資する

と。ところが、学問、技術なんていうのは、別に国内で閉じている学問、技術なんて、今、

ほとんどないわけで、土木研究所の国際的なライバルといったら、アメリカとか、イギリ

スとか、オランダとか、デンマークにいるわけで、彼らの活動はものすごい自由度が与え

られていますよね。アメリカのウォーター・エクスペリメンタル・ステーションなどでも

外部の仕事をどんどんやれというふうになっていますよね。それから、イギリスの土木研

究所も半分は民営化されて、どんどん国際的にビジネスをやっていますよね。それに対し

てこの土木研究所だけが、どちらかというとドメスティックなところに縛りをかけられて

しまっているというのが見ていて、ものすごい気の毒なような気がして。私の意見がいい

わけでもなくて、国内をしっかりやればいいという意見も当然あり得るのですが、一方で、

やはりライバルは世界にありというほうが職員もきっと伸びるのではないかと思いますよ

ね。 

 それから、土木研究所と寒地土木研究所の関係は、外部の人は多分わからないのですが、

２つあったらむだと言う人もいることはいるのですが、経済大国２位になっていて、１つ

しかないという国は世界になくて、例えばアメリカだと、ロスアラモス研究所とローレン

ス・リバモア研究所というのは、ともに５,０００人ぐらいの職員を持つ、全く同じ目的の

研究所なのですね。でも、強烈なけんかばかりしていてライバル関係で、別に仲よくなん

て全然するつもりもないし、それはアメリカ人だからできるのでしょうが、だから、さっ

き○○委員が言われた何となく仲よくというのもいいのですが、僕は寒地土木研究所と土

木研究所がけんかするぐらいの成果を出していただくことを希望します。もっと奥深いと
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ころでは共同というのはあるのですが、研究者というのは、やっぱりライバル心がなくて

はいい成果が出ないと思うので、私はそれを期待したいと思います。別に２つあってもむ

だでも何でもない、一方はもう少しより特化していけばいいのではないかと、私は個人的

に思っていますけれども。こういう席じゃないと、なかなか言えないものですから。 

 どうもありがとうございました。 

【委員】  今の○○委員のご意見の前半のところは、今後の見直しの方向性ですが、ア

ジアなどへの国際展開とあるところ、アジアじゃない、もっと全世界という趣旨ですか。 

【委員】  少なくともアジア。 

【委員】  諸外国にも目を向けろという方向性ですね。ほかにございますか。よろしい

でしょうか。 

 それでは、進行を事務局にお返しいたします。 

【事務局】  大変長時間のご議論、ありがとうございました。事務局より連絡事項が３

点ございます。 

 １点目でございますけれども、今日の業務実績評価につきましては、本日ご議論いただ

いた内容等を踏まえまして、事務局のほうでたたき台を作成して、まず、分科会長と調整

した後に委員の皆様方にお送りしてご確認いただきたいと思います。その上で、この親委

員会の評価委員会の家田委員長の同意を得て評価が確定するという手続になります。 

 ２点目でございますけれども、本日の議事録につきましては事務局で案を作成しまして、

各委員にご確認いただいた上で、発言者の名前を伏せてホームページ上で公表いたしたい

と思います。 

 それから、３点目でございますが、配付資料につきましては、大変多くなってございま

すので、机の上に置いてお帰りいただければと思います。なお、事前評価結果につきまし

ては、この場で回収させていただきたいと思います。 

 それでは、これをもちまして国土交通省独立行政法人評価委員会、土木研究所分科会を

閉会いたします。本日はどうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


